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この報 告 書 は,日 本 自転 車 振興 会 か ら競輪 収 益 の一 部 で あ

る機械 工 業 振興 資 金 の 補助 を受 け て昭 和51年 度 に実施 した

「シス テ ム ・コス トの計上,賦 課,評 価 方式 に 関す る調査 研

究 」 の成 果 を と りま とめた もの で あ りますo
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コン ピュー タは,企 業 の合理 化foよ び経営 効 率化 に 必要欠 くべ か らざ るIl道

具llと して,い ま や大企 業 は もち ろん,多 くの 中堅 企 業 に いた るま で,各 方 面

に広 く浸 透 して お りますo

また,情 報 処 理 費 用 も年 々確 実 に増 加 の傾 向 に あ ります。 しか し,昭 和48

年 の石 油 シ ョ ック以 降 の深 刻 な 不況 に よ り高 度成 長 時代 か ら低 成長 時代 に移行

した と言 わ れ る今 日,コ ス ト・ダ ウンが企 業経 営 の 重要 な課題 となっ て ま い り

ま したoこ の よ うな現況 か ら,情 報 処理 費用 とそ の効 果 の把握 も企業 の重 要 な

課 題 となっ て きてお ります 。

本報 告 書 は,情 報 処理 費 用 を どの よ うに して把 握 す るか,あ るい は情 報 処理

費 用 を どの よ うに して利 用 部門 に配 賦す るか な どの 問題 に関 し,実 際 の企業 ・

機 関 にお け る実 態 を中 心 に とbま とめ た もの で あ りますo

ここに本 調 査実 施 に際 しご協 力い た だ きま した委 員 各位 に対 し深 く感 謝 の意

を表 わ します と と もに,本 報 告書 が各 方 面 で活 用 され,わ が国 の情 報 処 理 産業

発 展 の一 助 と して寄 与 で きます よ う念 願 す る次第 で あ ります 。

昭和52年3月

財団法人 日本情報処理開発協会

会長 植 村 甲 午 郎
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第1章 総 論

1.1シ ス テ ム ・.コ.ス ト 検 討 の 背 景

コ ン ピュー タの ハー ドウ エア,ソ フ トウエ ア両 面 で の進 歩,発 展 は 目覚 し

く,多 くの研 究 業 績 が す で に蓄 積 さ れ てい る。 これ に対 して システ ム ・コス

ト面 での研究 は,個 別 には種 々検討 され て い る ものの,そ の体 系 的 整 備は全

くな され て い ない の が現 状 で ある。 そ れ に は把 握,体 系 化 に困難 な事情 が 多

く横 たわ っ て い る と と もに,こ れ までは,利 用 技術 の開 発 が優 先 され,そ れ

に追 われ て いた た めで もあった。

しか し,安 定 成長 期 に入 り,コ ン ピュー タ¢)採算 性 は,こ とに企 業 体 に お

いて は重 要課 題 とな っ て きたoコ ン ピュー タ運 営 経 費 は年 々増 加 し続 け て お

り,採 算 性 か らみ た効 率利 用 を重大視 せ ざ る を得 な い状況 とな って い る。 こ

れ まで は,ハ ー ドウエ ア,ソ フ トウエ アの充 実 と開発 に最 大 の関 心 が払 われ

在 庫 販売 管理,製 造 工 程 管理,原 価 計 算 シス テ ム等 の オ ン ラ イ ン化 を中 心 と

す る シス テ ム化 に 重点 がお か れ て きたo高 度成長 期 に おい て は,人 件 費 を 中

心 と して経 営 コス トの低 減 に相 当の効 果 を収 めた 。 ことに業務 量 の伸 長 に比

して,人 員,事 務 量 を抑制 しえ た こ とは,生 産 性 を大 巾 に向上 させ る効果 を

もた ら して きた。 さ らに,こ れ ま でな しえ なか った高 度 の経 営 資料 や 技術 計

算 を迅 速 か つ タ イム リー に提供 しえた こ とは,経 営戦 略,日 常業 務 活 動,技

術 水 準のレベルアップを もた ら した効果 が大 き く評 価 され た もの で あった 。

しか し今 や,こ うした合 理 化効 果 が 限 界 に達 す る とと もに,巨 大化 して き
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た コン ピ ュー タ関 連 コス トを見 直 し,コ ン ピュー タ費 用 に対 す る効 果 を よ り

厳 密 に評 価 しよ うとす る気 運 が 高 ま り,そ の 必要 性 が痛 感 さ れ て きて いる。

また,コ ン ピュー タ ・オ ン ライ ン化 の進展 に伴 い,各 部 門 配 賦計 算 の 複雑

化,困 難 を生 じてお り,そ の適正 な配 賦 基準 の確 立 が望 まれ て きた。

そ こで,本 委 員 会 で は,シ ス テ ム ・コス ト計上 をめ ぐる諸 問題 点 を と りあ

げ,次 の よ うな検 討 を進 め て きた。

1.2シ ステ ム ・コス ト計 上 問題 に 関す る検 討 事 項

本委 員 会 では以 下 の検 討 を進 めた。

第1に,コ ス ト計上,賦 課 に関 す る 内外 文 献 を調 査 し,そ の文献 抄 録(別

冊 資料)を 作成 した。

内容 的 に これ らを8分 類 に 大 別 し,整 理 した 。

す な わ ち,

Lコ ス トの実 態

2.コ ス ト管理(含 原 価計 算)

3.コ ス ト分析

4.コ ス ト賦課 配分

5.リ ソー ス管 理

6.シ ス テ ム開 発 管理

7.ネ ッ}ワ ー ク の経 済性

8.費 用対 効果

これ ま で こ うした分 野 での 体系 的文 献 整理 が なされ て い な か った の で,今

後 の研 究,検 討 を進 め る うえ で参考 に な る こ とが 多 い。

第2に,シ ス テ ム ・コス トの計上,賦 課 に関 す る実 態 と問 題 点 の調 査 を行

ったo
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これ に つ い ては,ま ず本委 員 会委 員 所属 機 関 に おけ る掲 題 に 関 連す る実 態

を と りま とめ,報 告,検 討 が行 うれ た。

内容 は,次 の通bで あ る0

1.日 本 郵 船 に おけ る コンテ ナ輸 送 シス テ ムの費 用 対効 果

2.旭 化 成 におけ るEDPコ ス ト計上,賦 課

3.日 本 航空ectsけ るEDPS原 価計 算

4.鹿 島 建設 にお け る情報 処 理 費 用 の配 賦

5.ビ ー ト・マー ウ ィ ック ・ミ ッチ ェル会計 士 事 務 所e4foけ る プ ロジェ ク

ト・ コン トロー ル(時 間 お よび人 件 費 管理)

6.慶 応義 塾 大学 情 報 科学 研究 所 に おけ る コ ン ピュー タ利用 料 金

第3に,日 本 にお け る シス テ ム ・コス ト比 較 統 計 に も とづ き,内 容 の

吟 味,検 討 を 行 っ た。 今 後 これ らの 統 計 資 料 の 整 備 の た め に,問 題点

の 検 討,調 査 項 目の 分 類 方 法 等 の 吟 味,時 系 列 的検討 に 耐 え る項 目の 再

検 討 等 を行 っ たo

第4に,上 記 の各 種分析 資 料 に もとづ き,シ ス テ ム ・コス トをめ ぐる若 干

の問題 点 を摘 出 し,検 討 を加 え た。

(1)情 報 処 理費 用 の範 囲

問題 の対象 とな る コ ン ピュー タを ど こまで 含 め るかが,前 提 となる概 念

規 定 の うえ で重 要 にな るoこ とに最近 の よ うに,マ イク ロ ・コ ン ピュ一一タ

が各 種機 器 に 内蔵 さ れ る よ うに な る と,集 計 上 概 念規 定 が極 め て難 し くな

っ て い るo

こ こで は,一 般汎 用 コ ン ピ ュー タを対 象 とす る こ とと し,製 造 工 程 に お

け る純 粋 な プ ロセス ・コン ピュー タや,マ イク ロ ・コン ピュー タ内蔵 機 器

群 につ い て は,含 め ない こ とに したo

また 関連 す る諸 費 用 に つ い ては次 の よ うに考 え た。
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① オ ン ラ イン端 末 機器 につ い ては,各 種 コン ピュー タ統 計 上 は,集 計

に含 まれ て い ない が,コ ス ト計 算,配 賦 上 は,重 要 な要 素 で あ るの で

これ に含 め るべ き ことにす る。

② 通 信回線 関係 費用 の扱 いが,こ とに オ ン ライ ン ・システ ムの普 及 と

と もに重要 に な って くる。 まず,コ ン ピュー タ専 用 回線 費 用 を含 め る

ことには 問題 は ない。 しか し現 実 には,一 般 テ レ タイ プ網 を共 用 す る

場 合,逆 に コ ン ピュー タ専 用通 信回線 で一 般 メ ッセー ジ も取 り扱 う場

合等 が発 生 し,そ の 中 で情 報 処理 費 用 に如 何 に配分 す るか が 問題 に な

って くる。 今後 フ ァ ク シ ミ リの普及 が予 想 さ れ る ので,ま す ます取 り

扱 い をめ ぐ り,そ の基準 作成 が 必 要 とな って こ よ う。

原 則 と して は,コ ン ピュー タ業務 に関連 す る情 報処 理 に要 した 割合

は,そ れ に配 賦 す る建 前 で あ るべ きで ある が,現 実 には,ど ち らか に

専一 して配 賦 して い るoた とえ ば,テ レ タ イプ網 使 用費 をす べ て情報

処 理費 用 と して い る と ころ と,一 般 事務 費 用 と して い る と ころ と両 者

と もみ られ る。

メ ッセー ジ ・ス イ ッチ ング につ い て は,情 報 処理 費 用 に全 て含 め て

い る例 と,通 信経 費 と してお り含 めて い な い ところが あ り,こ れ もや

は りま ちま ちの処理 が なされ て い る。

通 信回線 諸 費 用 の扱 いは,企 業 の コン ピュー タにお け る通 信 シス テ

ム の発展 度,利 用形 態 に よって 異 っ て くる。 コン ピュー タ通 信 シス テ

ムの発展 と と もに,従 来 の テ レタ イ プ等 メ ッ セ一一ジ,伝 票 処 理 シス テ

ムが次 第 に コ ン ピュー タ ・シス テ ムに吸 収 され て きて い るの が実 情 で

現 在 は過渡 的 な段階 で あ る と もい え る ので,今 後 は シス テ ム ・コス ト

と して よ り明確 に把握 され る よ うに なるで あろ うo

③ デー タ入 力 関連 費用 の取 り扱 い

コ ン ピュー タ入 力関係 費 用 の うちで,情 報処 理 費用 か ど うか 境 界 の

不明確 な ものが 多 いoオ ン ライ ン端 末機 あるい はCRT等 での入 力処
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理 に あた っ て,あ る企 業(た とえば 日本郵 船)は,オ ペ レー シ ョン専 門

会社 へ 外 注 す るoあ るいは専 門 オペ レー タが コー デ ン グか らデ ィス プ レ

イ等 入 力 ま で処 理 す る こ とに よっ て,明 確 に費用 把 握 して い る例 が あるo

しか し大 部 分 の例 で は,一 般 事務 費 用,営 業 部 門費 用 に包含 してい る場

合 が 多いo一 般 事務 処 理 の一 部 と して入 力処 理 を兼 ねて い るた め,情 報

処理 費 用 と しては把 握 され て い な いた めで ある。

また,入 力準 備の た め の帳票 整 備等 も本来情 報 処 理 費 用 の一 環 と して

把 え るべ きで あ るが,ほ とん どの例 で は,一 般 事務 また は営 業 費 用 に入

って い るo

これ らの 入 力処 理 費 用 の把握 に際 しては,業 種 に よって概 念 の相違 が

か なb目 立 つo商 社,'銀 行,交 通 と製造 業 では か な り扱 い 方 が違 う。銀

行,交 通 の よ うに コン ピュー タを ツー ル として激 しい競 争 を行 っ て い る

と ころ では 入 力処 理 の うち,コ ン ピュー タ費用 と して厳 密 に把 握 し よ う

と して い ると ころが 多 い。 した が っ て これ らの処理 方 式 につ いて は,画

一 的 に定 め る ので は な く
,業 種 別 に整理 した うえ で,体 系 づ け る必要 が

あるo

④ 出力関 係 費 用

ア ウ トプ ッ トにつ いて の訂 正 ・整理 に つ いて,本 来 は情 報 処 理 費 用 に

含 め るべ きで あ るが,大 部分 は,一 般 管理 費 ある いは営 業 費 と して把 握

され て い るo漢 字 プ リン タ の 利 用 増 大 に 伴 い,印 刷 的情 報 処 理 業務,

ダ イ レク トメー ル 作業 等 が 大量 に入 っ て くるが,こ れ らを情 報 処 理 費 用'

に入 れ るべ きか ど うかが 問 題 とな って くる。

以 上述 べ た よ うに,費 用 配 分が きわ めて 困難 な分 野 が 多 く,純 粋 に情

報処 理 費用 の把 握 に つ い て は,業 種別 ・規模 別 ・コン ピュー タの様 態 別

に整理 して行 く必 要 が あ るo

(2)経 理方針 一 賦課 ・評 価 等 につ い て
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把 握 され た情 報 処理 費 用 を各 部 門 に如何 に配 賦 す るか が次 の課 題 となる。

まず,全 額 を各 部 門 に配 賦 してい る例 と しては,日 本航 空,日 本 郵船 等

交 通機 関 に見 られ るo各 交通 単 位,船 舶 の コス トに全 額 賦 課 して い るた め

で あ るo

これ に対 して,各 部 門 に直接 配 賦 し うる もの は配 賦 し,他 に残 った もの

は,シ ス テム部 費 用等 の 名 目で一 般 管理 費 に残 してい る方 式 は旭 化成 工業

等製 造業d(teい て一 般 的 に見 られ る形 態 で あ るo鹿 島建 設等 に お いて は,

す べ て,直 接 コ ン ビュー一夕 コス トを各 ジ ョブ ご と に 直 課 し,そ れ 以外 は

シス テ ム部門 コス トと して い るo

大 学,計 算 セ ン ター 等(た とえ ば,慶 応 義 塾大 学)に おい て は,各 ジ ョ

ブ 毎 の 料 金 計 算 を行 い,直 接 徴 収(ま た は予 算配 賦)し,収 支 差 額 は一

括 して,一 般 管理 費 中 の,情 報 処 理費 用 とす る例 が あ るo

配 賦計 算 に つ い ては,企 業 の業 種 ・体質 ・事業 部制 の特 質(独 立採 算制

の強弱,各 部 門 で独 自の コン ピュー タ を所 有 利 用 して い るか ど うか等)に

よって ま ちま ちで あ るo

大企 業 にお い ては,お お むね情 報 処理 費 用 の把 握 と配 賦 に つ い ての問題

意識 を もって い るため,全 面的配 賦 あ るいは,未 配賦 分 を情 報 処 理 部門 費

と して残 すか は別 と して現実 的 な方 法 で配 賦計 算 を行 い,出 来 るだけ実態

に即 した処 理 をす る よ う努 力 して い る。

これ に対 して 中規 模 以 下,あ るいは 外資 系法 人等 に おい て は,情 報 処理

費 用 をすべ て一 般 管理 費 に含 め て計 上 し,各 営 業 経費 と して処 理 され る例

が ほ とん どで あ るo(ピ ー}・ マー ウィ ック.ミ ッチ ェル 会計 士 事務 所 で

の扱 い例)

した がっ て,大 企 業 にお い ては,業 種 実 態 に即 して,情 報 処 理 費用 の直

接 配 賦 に一 段 と努 力 す る こ とが望 まれ る し,明 確 な基 範,指 標 の作成 は こ

れに よって情 報 処理 コス トの低減 に貢献 す る こ と とな る。

中規 模企 業 以'下に お いて は,ま ず情報 処理 費 用 を,(1)で とbあ げ た よ う
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に,ハ ー ドウエア費用 だけ では な く,通 信関 連 費,入 出力 関連 費 用 を含 め

て把握,経 費計 上 す る努 力 がま ず必 要 で あ り,そ の上 で よ り客 観 的 な配 賦

ルー ル確 立 に努 め る必要 が あ る。 た だ大 型機 と違 って,中 小型機 を使 用 し

て い る場 合,各 ジ ョブ毎 の ア カ ウン ト情 報 の算 出 が困難 で あ り,コ ン ピ ュ

ー タ利 用 時 間
,タ ー ンア ラ ウン ドタイ ム,入 力 カー ド枚 数,出 力 枚数 等 に

よって配 分 基準 を定め る必 要 が あ る。

情報 処 理 費 用 の配 賦 は,受 益 者 負 担 の原 則 を貫 くべ きで あ るが,コ ン ピ

ュー タ化 を促進 す る段階 で は,あ ま り厳 密 な配 賦 が かえ っ て合 理 化 阻 害 要

因 とな る例 もあ り,こ れ ま では一 般 管 理 費 に とどめてお く例 も多 くみ られ

て きたoし か し,合 理化 作業 が浸 透 しそ の コス ト削減 が重 要 な課 題 とな っ

て きた 現代 にお い ては,厳 密 な配 賦 計 算 に も とつ くコス ト削 減 が 要請 さ れ

て きて い る。

(3)コ ス ト計 算 につ い て

次 の 問題 点 と して,経 費 把握 に もとづ き,配 賦 に あた って,コ ス ト計 算

の計 上 にお いて,標 準原 価 に も とつ くか実 際 原価 に もとつ くか につ い て検

討 した 。

管 理 会計 上 につ い ては,標 準 原価 に もとつ くこ とが望 ま し く,決 算 〉税

務 会 計 上 は実 際 原価 で処理 され ね ば な らな いo

したが っ て,標 準 原 価 と実際 原 価 の二 本 立 て に よる例 が大 企 業 では 多 く

必要 な形 態 とな る。

標 準 原価 につ い ては,前 年度 実績 に もとづ き,人 件費等 の伸 び等 を考 慮

し,基 準単 価 を作成 して い る例 が多 い 。 た だ し会計 処理上 の基 準 とは 変 え

て,た とえ ば 買取機 器 につ い て,会 計 処 理 は定 率償 却 で あ るが,標 準 原 価

としての 配 賦処 理 は 定額償 却 に よ り算 出 した もの を継続賦課 す る等 処 理 し

てい る場 合(た とえば 日本 航 空)が あ るoこ れ らに つい ては,企 業 の業 種

実態,原 価 管理 の 目的意識 に よっ て異 な るの で,実 状 に即 した管 理 基 準 の

作成 に依 存 す る こ とに な るo
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省 力化 の コス ト計 算 につ いては,十 分 な職 務 分析 が必要 で あ り,そ の後

の推 移 に つい て客 観 的 な業務 量 把 握 が必 要 と なるo高 度成長 期 に お いて は

急膨 張 す る業 務 量 に比 して,人 員 増 を抑制 す る ことに よ って,コ ン ピュー

タ化 に よる追加 業務 の代 替 を可 能 と し生産 性 の急激 な向上 を もた らしたた

め,省 力化 コス トの 間接 的把 握 が 比較 的 容 易 で あ ったo業 務量 の大 幅 な拡

大 が 一般 的 に望 まれ な くな った現代 に おい ては,コ ン ピュー タ化 は,必 ず

そ れ に見 合 う人 員 の 削減,業 務 内 容 の質 的 レベ ルア ップ を もた らさ なけれ

ば 意味 が ない 。 した が っ て,詳 細 な職務 分析 に もとつ く,適 正 配置,業 務

内 容 の把 握,改 善 を伴 っ て,機 械化 を進 め な くては な らない。 コ ン ピュー

タ化 の効 果 に つ いて,一 般 に直 接 効果 と間接 効果 に分 け て測 定評 価 され る

が,.直 接 効果 につ いて は,上 述 した 分析 に よって数 量 的 に把握 され るべ き

で あ るが,後 者 につ い ては そ の評価 が非 計 数的 で あるた め若干 の 困難 を伴

うoコ ン ピュー タに よ り,こ れ まで よ り質 の高 い情 報 が タイ ム リー に得 ら

れ た こ とに よ る企業 の計 画,意 志 決定 上 の効 果 を資的 に評 価 して い く必要

が あ るo作 業 の詳細 な分析 か ら出 発 し,問 題 点 を摘 出 し,シ ステ ム改 善 に

よる経 済 的,質 的 効果 につ いての評 価 を行 わ ねば な らない。(手 法 と して

は,た とえ ば,米 国IBMに よるVA法 等)こ とに間接 的効 果 を,経 営

内 に十 分 認識 させ る こ とには多 くの 困難 が伴 うので,明 確 か つ説 得 的 な説

明 資料 の作成 が 必要 で あ るo

この よ うに コ ン ピュー タ投 資 に対 す る経 済 性 の追 求 と,効 果 測 定 につ い

て は,直 接効 果(省 力化等)だ け でな く,間 接効 果(計 画,意 志決 定の レ

ベル ア ップ,高 度技術 計 算)を 含 め十 分 に評 価 す る こ とが必 要 で ある。

(4)情 報処理技術研 修経費 の税額控除制 度について

・ン ピー ・利 用の多様化,縮 イヒにつれ情報処理技術者 の育成・畔

急 の課題 とな って い る。育成 に あ たっ て の関係 企業 の 資 金的負 担 を軽 減

し,か つ育 成 を奨 励 す るため に,育 成 努力 に応 じて投下 経 費 の一 部 を税
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額 控 除 す る制 度 が認 め られ たo

該 当 す るた め には,適 切 な教 育計 画 を有 し,そ れ に も とつ く高 度 な教

育研 修が行 わ れ る こ とが 前提 で あ るoコ ン ビュー一'タの初 め ての 導入 あ る

い は レベ ル ア ップ を 目的 と した社 内 の シス テ ム エン ジニア ,プ ログ ラマ

ー の教 育
,指 導 にか かわ る外 部委 託 研 修費,指 導 資料等 に要 した経 費 に

つ いて試 験 研究 費 と合 算 して税 額 控 除 が認 め られ て い るo昭 和42年 か

ら時 限立 法 と して創 設 され,逐 次 更 新さ れ て きた。昭和51年 度改 正 の

現 税制 では,こ の試験 研究 費増 加額 の一 律20%税 額 控 除 とな っ てい る、

(以 前 よ り優 遇 基準 が縮 少 され た)(租 税 特 別措 置法施 行令 第27条4

試 験 研究 費 の額 が増 加 した場 合 の法 人 税 額 の特 別 控除 規 定 に よる)

税 額控 除制 度 は,企 業 にお け る情 報 処 理技術 者 の育成 に対 して大 きな

イン セ ンテ ィブ を与 える もの と して意義 が大 きか った は ずで あ るoし か

る に一 般 企 業 にお い てそ の適用 がほ とん ど行 われ てい ない ことに問題 が

あ るo

そ の理 由 と しては

イ.本 税額 控 除制 度そ の ものが一 般企 業 に理 解 され て い ない ケー ス が 多

く,適 用 申請 が され る こ とが 少 ないo

ロ.申 請 に 際 して適 用 で きる経 費 の範 囲 が 限 定 され
,税 務 審 査 上 問題 視

され,認 定が 難 しい場 合 が 多 い の で,企 業 と して 申請 をため らい が ち

で あ るo

ハ.試 験 研 究 費 の増 加額 に対 して一 定率 の税 額 控 除 で あるた め
,こ こ数

年 に わ た る企 業 経営 の減量 対 策 下 にお い て は,税 制 上 の魅 力 に乏 しい。

等 が あげ られ る。

したが っ て,税 法適 用基 準 の緩 和 と計 上 経 費 中 の一 定 率 の税 額 控 除 方

式 に改正 す る(現 在 は増 加 額 の 一 定率 の税額 控 除)必 要 が あるoこ れ ら

に つ いて は,一 方 で は過 大 な企業 優 遇 で あ る とい う批 判 が あ るけ れ ど も

今後 ま す ます拡 大す る情 報処 理 技術 者 の 需要 お よびそ の質 的 向上 の必 要
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性 に かん がみ,是 非 税制 の見 直 しと,そ の有効 に普 及 に よる企 業 の情 報

処 理技術 者 育成 の努力 の効 果 が あが る ことに期待 した いo

コン ピュー タ業 界 にお い ては,IBMを は じめ とす る外 資系 の圧倒 的

な優 位 の もとで,か つ 資本 の 自由化 に伴 い,今 後 と も厳 しい競 争 が 展 開

され るで あろ うこ とは周 知 の こ とで あ るoコ ン ビ=・一 夕 ・メー カにつ い

て は通 商産 業 省 を中 心 とす る各 種 助成 策 の効 果,お よび 日本 電 信電話 公

社,各 メー カの 努力 に よって,か な りの成果 が あが って い る ことは事 実

で あ る。 しか し,コ ン ピュー タの ハー ドウエア,ソ フ トウ エア を含 め た

総合 的 な わが国 の優 位 性 を確 立 す る た めに は,ユ ー ザ ・レベ ル での質 的

向上 もま た不可 欠 の要 素 で あ る。 これ まで ユー ザ に対す る質 的 向上策,

そ の要 員確 保 に つい ては何 ら見 るべ き政 策 が採 られ てい なか っ たo本 税

制 が唯 一 の もの といっ て も過言 では な か った。 そ の税制 が縮 少 に 向か っ

てい る こ と,適 用が 困難 で企 業 に とっ て利 用価 値 が少 ない こ とは,ま こ

とに遺 憾 で あ り,是 非そ の改 正 と,拡 大 が望 まれ る と ころで あ る。

(5)オ ン ライ ン システ ムの場 合 の コス ト要 素等 の特 殊性 につ いて

現 代 の コン ピュー タ ・システ ムに おい て は,オ ン ラ イン ・シス テ ムの 占

め る割合 が きわめ て大 き くな って い る。 コス ト把 握 の観 点 か らす る と,オ

ン ライ ン端 末装 置 に関 連 す る資 産,経 費 の把 握 につ い て微 妙 な問題 が発生

し てい る。本章 にお い て触 れ た よ うに,情 報 処理 費 用 の コス ト計 上 につ い

て は,現 在 まで の ところ統 一 的 基 準 が な く,業 種,企 業 の方 針 に よっ てま

ち ま ちの処理 が 多 くなされ て い るoそ の典 型 的 で あ り,か つ今 後 ます ます

高 い ウエ イ トを占 め るで あ ろ う問題 が この オ ン ライ ン端末 装 置 に関 す る費

用 把握 に な る と思 われ るo

原理 的 には,オ ン ライ ン端末 処 理 に関連 す る,機 械 費 用(レ ン タル料,

買取機 器 減 価償 却 費,保 守 料等),通 信回線 費,操 作要 員 の人 件 費,消 耗

用 品費,必 要 電気代 等 につ い ては,各 直接 利用 部 門の情 報 処理 費 用 と して

一10一



把 握 さ れ るべ きで あ ろ う。実 際 の例 では,こ の問題 につ い て も,シ ス テ ム

部 門(コ ン ピュー タ部 門)の 資産,経 費 として い る ところ と,各 利 用 部 門

の資 産,経 費 と してい る と ころ と分 れ てい るoま た同一 企業 体 で も,両 者

が混 在 して い る場 合 が か な り多 い。 したが って,総 体的 に情 報 処理 費 用 の

把握 に困難 を きた して い るo

今 後 ます ます情 報 処 理 費 用 の効率 的 運 用 に重 大 な関 心が 払 われ る で あろ

うか ら,そ の コス ト把 握 の厳 密化 を促 進す るた めの 会計基 準 の制 定 ・普及

が望 まれ るo

この場 合注 意 すべ き ことは,一 般 の 決算,税 務 の会計 処 理 項 目とは別 に

情報 処理 費 用 を集 計,配 賦 す る必要 が ある とみ られ るの で,そ の点,情 報

処理 費用把 握 の重 要 性 を各 企業 が認 識 し,二 重 の集計,配 賦 処理 に理 解 を

示 してい た だ く必 要 が あろ うと考 え られ るo

(6)共 通 フ ァ イル を多様 に利 用す る と きの コス トの考 え方 につ い て

共 通 フ ァイル を多部 門で利 用 す る ケー スが ます ます 増 え る もの と予想 さ

れ るoこ とにデー タベ ース の構 築,広 汎 な利 用が 急 速 に進 ん で い る た め,

そ の傾 向 は拡 大 の一 途 をた どる もの と予想 され るo

こ うした場 合 の コス ト把握 方 式 に つ いて検討 したo

イン プ ッ ト数 に よっ て,共 通 フ ァ イル経 費 を,各 利用 部 門 に厳 密 に配 賦

して い る例 が あ り(た とえ ば 日本航 空),一 つ の方 向 を示 して い る。

しか し大部 分の例 で は,共 通 フ ァ イル コス トの配 賦 ま で行 っ て い な い ケ

ー ス が多 い
。 第1に は,共 通 フ ァイル ・コスFが それほ ど大 きな経 費 とな

って い ない こ とo第2に は,デ ー タ件数 等 で配 賦す る方 法 等 が考 え られ る

が,配 賦技術 上 把握 が 困難 な こ とが 多 いた め等 に よって い る。

ま た,共 通 ファ イル につ い て は,そ の更新 作業 費 用 を ど こで 負担 す るか

が 問題 となっ て い る ケー ス もある(た とえ ば鹿 島建 設)。 人 事情 報 フ ァ イ

ルの うち,た とえ ば,社 員 名 フ ァイル を多部 門 で利 用 す る場 合,人 事部 門

－ll一



で は即時 訂正 を必 要 とす る し,企 画調 査部 門 で は ひん ぱ ん な更新 は必要 と

しない場 合,後 者 の更 新 要 請 は ないoそ こで前者 がそ の費 用負担 を して い

る等 の事 情 か らで あ るo

共 通 フ ァイル につ い ては,コ ス ト問題 よ りむ しろ,利 用 の機 密性 が大 き

な問題 に な って くるo人 事 ・経 理 ・市 場 ・技術 情 報 等 につ い ては,ど の部

門,ど の階 層 ま で利 用 を 許 可 す べ きか が,デ ー タ ・ベー ス の進行 とと も

に,緊 急 な課題 に な って きてい るoこ れ らに つい て は,利 用者 の便 宜 と,

企 業 内機 密 保持 と秩序 維 持 との要 請 の二 面 か ら,ど こに調和 点 を見 出す か

今後 各企 業 と も重 要 な課 題 にな る で あ ろ う。

以上 述 べ た よ うに,本 委 員会 では,コ ン ピュー タに関 す る シス テ ム ・コス

トをめ ぐる諸 問 題 を とりあげ,当 面 す る問題点 を検討,論 議 した もの である。

なま㍉ 今後 さ らに 次 の諸 問題 を検 討 しなけれ ば な らない と考 え て い る。

① シス テ ム ・コス ト賦 課 方式 に関 す る必要 な実態 調 査 を行 い,そ れ に理 論

的検討 を加 え,標 準 的 な賦課 方 式 を確 立 す るo

この方 式 は,中 小企 業 は もとよ り,一 部大 企業 に も,そ の模 範 的 標準 方

式 と して役 立 つ よ う規 範 化 す るo

内容 と しては,シ ス テ ム ・コス トと して計上 す べ き費 用 範 囲 を確 定 し,

その 算 出,計 上 方式 を定 め,賦 課 に つ いての 標準 方 式 の確 立,管 理会 計 上

の償 却 方法 の標 準 化等 の 基 準 を確立 す るこ とに あ る。

② 現 代 の コン ピ ュー タ ・シス テ ムの す うせ いか らみ て,緊 急 の重 要性 を帯

びて きて い る。 オ ン ライ ン ・シス テ ムにお け る賦課 方 式 につ い ては 重点 的

に検 討 し,そ の標 準化 をは か る。

③ 賦課 方式 につ い て は,業 種 別,コ ン ピュー タ ・シス テ ム様 態別,規 模 別

等 に分類 し,実 態 に即 し,現 実 的 処理 可能 な方式 を誘 導 し,各 企業 体 の規

範 とな り うる もの とす るo
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④ シス テ ム ・コス トの評価,コ ン ピュー タ導 入効 果 につ いて の評価 方 式 を

検討 し,標 準 的 な評 価 方法 の確 立 をはか るoこ れ は,現 在 強 い要 請 が あ る

に もか か わ らず,評 価 方式 が あい まいか つ,ま ち ま ちで あ るた め,十 分 に

効果 が あが って い ない 。 わが 国 の企業 の経営 管 理 体 制 に適合 し,か つ科 学

的 方法 を確 立 で きる よ う研究 を進 め る。
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第2章 鹿島建設における情報処理費用の取扱い

一費 用 の把握 と賦課 を中心に 一

2.1コ ン ピ ュ ー タ 利 用 の 概 況

「

2.1.1導 入 の経 緯

当社 が コ ン ビ・・一 夕 を利用 しは じめ たのは 昭和37年 で,浜 松 町'羽 田

間の モ ノ レー ル建 設 に あた って,PCけ た の設計 計 算 を行 っ た と きで ある。

昭和38年 には技 術 研究 所 にHIPAC-101を 導 入 し,翌 昭和39年

にはHIPAC-103へ 移行 した。 さ らに昭和40年10月,当 時 国産

最 大級 の コン ピュー タ と言 われ たHITAC-5020ヘ レベ ル ア ップす

る と と もに,技 術 研 究 所 に電子 計 算 セ ンター を設 立 した。 こ うした職 制 の

制 定,コ ン ピュー タ利 用 体制 の確 立 な どに と もな って,本 題 の 費 用 の把 握

と賦課 が実施 され る よ うに な った。 大型 コン ピュー タの導 入 とと もに,超

高層 ビル の耐震 解析 をは じめ一 般 の構 造解析,土 木 建築 の設 計 計 算,PE'

RTそ の他 の技術 ・管理 計 算 な ど技術 分 野 は言 うに及 ば ず,事 務 計 算分 野

にお い て も大 幅 な業 務 の増 加 をみ たoそ の後 昭和44年 に は増 加 す る業 務

に対処 す るため,HITAC-8500を 導入 し,さ らに 昭和47年 に事

務 処理 の本格 的 な電 算 化 の た め本 店 に電子計 算 セ ン ター を移 した の を機 に

もう1台HITAC-8500を 増設 した。

一 方支 店業務 の コン ビ= .一 夕化 の た め,昭 和43年 以 降7支 店 へ の小型

コ ン ビ・・一 夕の導 入が 進 め られ昭 和50年 に完 了 した。

この 間,電 子 計 算 セ ン ター に プ ロ ッタ,オ フライ ン プ リンタ,東 京 と横

浜 を結ぶ デー タ伝送 機 器 な どの周 辺 機器 を導 入 した。

現 在稼 動 中 の主 な機 器 は表2-1の とお りで ある。 なk・昭和52年4月
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に はHITAC-8500を1台 返 却 し,HITAC-M-180ヘ リ ブ

レ ー ス す る と と も に 東 レ の 漢 字 プ リ ン タ の 導 入 が 予 定 さ れ て い るo本 店 に

お け るHITAC-8500機 器 構 成 を 図2-1に 示 すo

表2-1鹿 島建 設 に おけ る電子計 算 セ ン ター の概 況

事 項 現 況 備 考

沿 革 昭和37年OKITAC-5090使 用 開始

昭和38年HIPAC-101設 置

昭和40年HITAC-5020設 置

電 子計 算 セ ン ター設 立

昭和43～50年 支 店電算機 設 置

昭和44年 プロッタ設置

昭 和44,47年HITAC-8500設 置

設置機器 本 店(電 算 セ ン ター) 昭和52年3月

HITAC-85002セ ッ ト 導 入 予 定

プ ロ ッタ2〃 HITAC-M-180

伝送機器1〃
1セ ッ ト

漢 字 プ リ ン タ ー

支店
1セ ッ ト

HITAC-82506〃 HITAC-8500

UNIVAC-94001〃 の機器

伝送機器1〃
構 成 図 は 図2-1

.
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2.1.2プ ログ ラ ム 開発 と業 務 処理

プ ログ ラムの開 発 テー マは 期 ごと(半 年 ご と)に 設 定 され るが,ま ず前

期 ま での 開発 テー マ をペ ー ス と して,開 発 を継 続 す べ きか 否か の検 討 を行

うと と もに,関 連 部所 との打 合 せ を経 た うえ で,社 内外 の ニー ズに合 わ せ

た 当面 必 要 とす る重点 テー マ,長 期 的視 野 に立 っ た先行 投 資型 の テー マ,

な ど新 し く取 り上 げ るテー マや既存 プ ログ ラムの拡 張そ の他 の計 画案 を ま

とめる。この計画案には醗 に瀕 な・ンピ・一 ・の翻,投 入すべ

き垂 垂 轟 よびその㊥ ⑳ ・計上ざれる・ この計画案雌 術関係の

もの は電 子計 算機 技術 委 員 会に,事 務 関係 の もの は 同 じ く事務 委 員 会 で審

議 され た後,電 算 部 門 の最 高 の意 思 決 定機 関 で あ る電子 計 算機 運 営委 員会

の承認 を得 て は じめて決 定 され る。 プ ログ ラム開発 は 自社 開発 を原 則 と し

て関 連部 所 の協 力 を得 て進 め られ る。

電 算 セ ン ター の要 員 は現 在120名 であ り,プ ログ ラム開発 をは じめ と

して,一 部 パ ン チ業 務 の外 注 を除 い て,オ ペ レー シ ョン ・ス ケ ジ ュー リン

グ等 の計 算処 理 作業,部 内経 理 とそ れ に と もな う仕 向処 理 を行 って い る。

コ ン ピュー タの使 用状 況 は,HITAC-8-500が2台 で 月間平 均700

時 間程 度 使用 され て お り,プ ロ ッタは フ ル稼 動 の状 態 で あ る。 また,現 在

は バ ッチ処理 の み が行 われ て お り,オ ペ レー シ ョ ンは 事務 計 算の一 部 を除

い てク ロー ズ ド方 式 に よ リオペ レ一 夕が実施 して い る。

なま㍉HITAC-M-180で は バ ッチ処理 の ほ か,RJE,TSSお よび

オ ン ライ ン リア ル タ イ ム処 理 の採 用 を計 画 して い る。

2.2情 報 処理 費 用 の把握 と賦 課

当社 は 電子 計 算 セ ン ター の発 足 当初 か ら費 用 の把 握 に意 を注 ぎ,昭 和41

年 か ら 受 益 者(管 理 部 門 お よび工 事 等)へ の 費 用 の賦課 を開始 した。 そ

の背 景 は 次 の とお りで あ るo
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大 型 コン ピュー タを導 入 した当面 の 目的 が超 高層 ビル の建設 に 関連 す る

各種 の技術 計 算 をは じめ と した2,3の 大 型 プ ロジェ ク トを遂 行 す る こ と

で あっ たoも ちろん,そ れ以 外 に各 部所 か ら業務 の コ ン ピュー タ化 に対 す

る強 い要 請 が あ った に もかか わ らず,こ れ らの大 型 プ ロ ジェク トに 重点 的

に コ ン ピ ュー タ要 員 を 配置 し,プ ログ ラ ムを開発 す る た めに,他 の 部所 の

要 請 を制 約 す る こ とを 含 め て,予 算 統制 をす る必 要 が あった。 また,建 設

業 は言 うまで もな く受 注 産 業 で あ り,各 工 事 ご とに原 価 を計 算す る個別 原

価 計 算 が採 用 され てお り,独 立採 算 を原 則 と して い る。 これ らの理 由か ら

受 益 者 に対 す る費 用 の厳 正 な仕 向 け を行 い,こ れ を裏 付 け るた め の費 用 の

把 握 が 必要 で あっ たo

以 下,当 社 の電 子 計 算 セ ンター に お いて実 施 してい る情 報 処理 費 用 の把

握 と賦 課 に関 す る具 体 的 な事務 処理 の方 法 に つい て述 べ るo

2.2.1情 報処 理 費用 の 把 握

当社 の電子 計 算 セ ン ター は経 理 処理 の上 では補 助部 門 と して扱 われ て い

る。 こ こで発 生 す る全 て の費 用 は電 算 セ ンター費 に計 上 さ れ るが,そ の細

目は 次 の と う りで ある。

電 算関係 費:レ ン タル料,外 注 費,材 料 費

人 件 費:給 与,賞 与,退 職 金,法 定福 利 費

そ の他 経 費:福 利 厚 生費,動 力 用水 光 熱費,通 信費,そ の他 電 子計 算

セ ン ター で発 生 す る全 て の経 費 。

ま た,原 価 計 算上,電 子 計 算 セ ン ター の機能 を6つ の部 門 に分割 してお

b,表2-2は 部 門別 費 用 と原価 の 把握 を示 した もの で あるoこ の よ うに

原価 計 算 では 電子 計 算 セ ン ター で発 生 した費 用 を,オ ペ レー シ ョン部 門

(コ ン ピュー タ部 門,ア ウ トプ ッ ト部 門,プ ロッ タ部 門),パ ンチ部 門,

プ ログ ラム開 発 部門 お よび管理 部 門 の6つ の部 門 に直接 賦 課す るか,一 定

の規 準 に よって 配分 す るか に よって,各 部門別 の 費 用 を算 定 す る。 さ らに
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6部 門 の うち管 理 部門 の費 用 を他 の5部 門 に配 賦 して,最 終 的 な 部門 別 の

費 用 を算定 す るo

表2-2部 門別費用 と原価の把握

勘定科 目
オ ペ レ ー シ ョ ン 部 門 パ ン チ

部 門

開発
部門

管理
部門コ ン ピ ュ ー タ ア ウ トプ ッ ト

●

フ ロ ツ タ

電
算
関
係
費

レンタル料

外 注 費

材 料 費

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

人

件

費

給 与

賞 与

退 職 金

法定福利費

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

○

△

△

○

○

△

△

○

○

△

△

○

そ の 他 経 費 △ △ △ ○ ○ ○

小 計 ○ ○ ○ ○ ○ ○

配 賦 費 用 △ △ △ △ △

合 計 ○ ○ ○ ○ ○

単位 当 りの原価 円/時 円/行 円/時 円/枚 円/人ヨ

○ 印は 直接計 上 す る もの

△ 印は一 定 の規 準 に よ り計上 す る もの'

この よ うに して算定 され た各部 門 ご との費 用 とお のお の の使 用量 ま た は

処 理 量 とに よっ て,次 の よ うな単 位 当 りの原価 を算定 す るo

・コ ン ピュー タ稼 動1時 間 当 りの原価

・ライ ンプ リンタ打 出 し1行 当 りの原 価

・プ ロッ タ稼 動1時 間 当 りの原 価
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・カー ドパ ン チ1枚 当bの 原 価

・プ ログ ラム開発 要 員1人 日当 りの原 価

これ らの原価 の推 移 は部 門別 の生 産性 の指 標 とな り,電 子計 算 セ ンター

の内部 管 理 に も利 用 され てい るoま た特一 ムー離 々_¢Σ受 託
/

計 算 な どに要 した費 用 の算 定 ゲ て い る。 た とえば あ る特 定 の プ ロジ ェ

川 ・要 した翻 爬 入莚順,・ ンピー一・等の睡 蓮 ア・・プ

・雇 主 び・ざ ⑳ ・それぞれの原噸 じて会 計さ
ノ

れ,さ らに期毎 に集 計 され る。 そ して プ ロジ ェク トの終 了 とと もに全 費用

が 明示 され るoこ の ことに よっ て,プ ロジェ ク トに投 入 した費 用 とそ の効

果 との 対比 が 可能 に な ってい るo

2.2.2情 報 処理 費 用 の賦 課

当社 では 電 子計 算 セ ン ター の費 用 を コ ン ピュー タの使 用者 の全 て に配 賦'

す る ので は な く,使 用 目的や計 算結果 の判 定 に もとづ き費用 を賦課 す る相

手先 や費 用 の範 囲 な どを決 めて い る。 ま た賦 課 の方 法 と しては,あ らか じ

め定 め られ た単価 に よって計算 料,ア ウ トプ ッ ト料,カ ー ドパ ン チ料 な ど

を計 算 し,こ れ らを一括 して電 算処 理料 と して相手 先 に仕 向け る とい う方

法 を とっ て い る。 した がっ て費 用 総 額 と仕 向総 額 とに は差額 が 生 じるが,

これ は 収支 差 額 と して最終 的 に は管 理 部 門 の費 用 に計 上 され て い る。

(1)仕 向 の対 象

当社 では 表2-3に 示 され て い る よ うに,コ ン ビ=一 夕使 用 の 目的 に

よって計 算 処理 業 務 を,研 究 開 発,受 託 計eek・ よび 内部 管理 の3種 類 に

区 分 して い るo研 究 開発は新 規 プ ログ ラムの 開発 を行 な う重 点 開 発,既

存 の プ ログ ラ ムを よ り利用性 の高 い もの に す るため の シス テ ム拡 張 お よ

び コン ピュー タの利 用技術 の 向上 の た めの 基礎 研究 な どを指 す 。 ここで

言 う研究 開発 と して電 子計 算機 運 営 委 員 会 の承 認 を受 け た場 合 に は,費

用 の賦課 は行 われ ない。 この 種 の 計算 での コ ン ピュー タの使 用 時 間比率
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は約35%で あ るo

受託 計 算 は所 定 の手 続 き(資 料2-1参 照)に より計 算 処理 を電子 計

算 セ ンタ ーが受 託 した もの で,コ ンピュー タの使 用時 間 比 率 は約55%

で あ るo受 託件 数 は 事務 お よ び管 理計 算 な どの定 例 的 に計 算処 理 をす る

もの の他 に,主 と して技術 計 算 で あるが随 時受 託 す る も の が 年 間 に 約

500件 あ る。 費 用賦 課 の 対象 とな るのは この受 託 計 算 のみ で あ り,電 子

計 算 セ ン ター側 の責 任 に よっ て満 足 な計 算結果 が得 られ な い場 合(誤 計

算)を 除 き,電 算処 理料 が仕 向け られ るo

内 部 管 理 は 電 子 計 算 セ ン タ ーの 管 理 資 料 の 作 成 や コ ン ピ ュ ー タ

教 育 そ の 他 に 使 用 さ れ る計 算処理 で,コ ンピュー タの使 用時 間 比率 は

約10%で あ るoも ち ろん,現 在 は これ を費用 賦課 の対象 とは して い な

い が,教 育 に つ い ては 賦課 を検討 中 であ る。

表2-3計 算対象 と処 理 区分

処理区分

計 算対象
実施計算 デ バ ッ ク 誤 計 算

研究開発

重 点 開 発

システム拡張

基 礎 研 究

受託計算
社 内

社 外
○ ○

内部管理
管 理 資 料

そ の 他

○ 印 は計 算料 の仕 向対象 とな る もの 。

(2)仕 向金額 の計 算

表2-4は 仕 向 金額 の計 算 方法 を示 した もの で あ るo当 社 では数 種 の
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計 算 方法 を採 用 して い る が,そ の代 表 的 な ものは 受託 計 算 ご とに コン ピ

ュー タに よる計 算料,ア ウ トプ ッ ト料,プ ロ ッタ料,パ ンチ料 な どを加

算 して仕 向 金額 を計 算 す る方 法 で あるoそ れ ぞ れ の料 金 の計 算方 法 は 次

の とお りで あ るo

計 算 料=コ ン ピュー タ使 用時 間(分 単位)× 単価

アウ トプッ ト料=行 数 ×単位

プ ロ ッ タ 料=使 用時 間(分 単位)× 単 価

パ ン チ 料=パ ンチ枚数 ×単価

単 価 は 先 に述 べ た部 門別 の原価 や市場 価 格 が参 考 に され る のは もちろ

ん で あ るが,仕 向 の対象 とな る計 算処理 業務 は 受託 計 算 に限 られ てい る

た め,そ の 出件 予 想 や 電子 計 算 セ ンター の総 費 用 の増 加傾 向 な どを勘 案

し,収 支 率 の 目標 値 を定 め,総 合 的 な判 断 に も とつ い て決定 され てい る。

当 セ ン ター では 昭和41年 に電 算処理 料 の仕 向制 度 を実施 して以 来,昭

和44年 と昭和49年 とに単 価 の改 定 を してい る。

上 記 の計 算 方法 の外 に特 例 と して,給 与 計 算 の よ うに昇 給 ・賞与 ・年

末 調整 な どの各 種 の計 算 を含 め,1人 当 りの 月額 料 金 を定 め てい る もの

や,支 店 あ るい は工 事 当 りの 月額料 金 を定 め た もの もある。 これ らの特

例 は毎 月 の料 金 を一 定 に して お くこ とに よっ て,支 店 や工 事現場 の予 算

管理 を容 易 にす るた め に設 け られ た もの で ある。

技 術 料 は一 般 的 には社 外 か ら計 算処 理 を受 託 した場 合 に,そ れ に必 要

な技 術 の程 度 や従 事 した人 員 に応 じて加 算 す る料 金 で ある。
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表2-4賦 課 金額 の計 算方 法

翌金区分

単価
計算単位

計算料
ア ウ ト
プ ッ ト料

プ ロ ッ タ

料
パ ンチ料 技術料 一括料金

/分 /行 /分 /枚 各種 定 額

シ ス テ ム

(個 別)
○ ○ ○ ○ ○

特

例

支 店 ○

工 事 ○

人 頭 ○

○ 印は 電算 処理 料 と して仕 向 け られ る もの 。

(3)仕 向 事務 の処 理

電 算 処理 料 は毎 月1回 当 月発生 分 を電 子 計 算 セ ンター か ら計 算処理 依

頼部 所へ 仕 向け られ る。(資 料2-・2参 照)し た がっ て一 つ の受 託計 算

の処 理 が数 ヵ 月に わ た る場 合 は毎 月 の実 績 に もとづ き,数 回 の仕 向 け が

な され た こ ととな る。 しか し,電 子 計 算 セ ン ター へ の 直接 の依 頼 部 所 と

そ の計 算 結果 を利 用す る部所 とが異 な る場 合 が あ るoこ の場合,事 務 ・

管理 計 算 で は直接 の 依頼 部所 は本 支 店の管 理 部 門 で あ り,こ こか らさ ら

に計 算結果 の利 用 部所 で あ る工 事現 場 へ毎 月定 額 で費 用 が配 賦 さ れ るo

た とえば,給 与計 算 で は人 数 に よ り,工 事 会 計 で は工 事契 約 金額 に よ り

料 金 に段階 を設 け て毎 月配 賦す る。 技術 計 算 では,た とえば 設 計部 門が

構 造 計 算 に コ ン ピュー タを使 用 した場 合 に は,電 子 計 算 セ ンター か ら仕

向 げ られた 電算 処理 料 は設 計料 に含 めて設 計 部 門 か ら設計 依 頼 部所 に賦

課 さ れ る こと とな るo

技術 計 算 で の主 な計 算依 頼部 所 は土 木建 築 設 計 ・工務 部 門,工 事 現場

な らびに関連 会 社 な どで あ る。 受 託計 算1件 当 りの仕 向け 金額 は 大体1

万 円か ら3,000万 円 程 度 で あ り,計 算処 理 期間 も1日1回 限 りで終 了
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す る ものか ら数 ヵ月 を要 す る もの まで と千差 万 別 で ある。 事務 ・管理 計

算 の大 部分 は 定例 的 な計 算処 理 で あ り,本 店 の経理 ・機 材 ・資材 ・人 事
お

関係 の 部門 か らの依 頼 が主 な もの で あ るo電 子 計 算 セ ンター の収 入 は技

術 計 算 が65%,事 務 計 算 が30%,そ の他 が5%程 度 で あ る。

以 上 に述 べ た 電子 計 算 セ ン ター の仕 向事務 に必要 な計 算処 理 の大半 は

コン ピュー タに よっ て一貫 処 理 が なされ てい る。 受託 計 算 をは じめ研 究

開発 ・内部 管理 と もに業 務 単 位 ご とに9け た の コー ドを付 け て管 理 され

て お り,こ れ らの業 務 に投 入 され た 人工 数 は要 員 自身 が記 入 す る マー ク

シー トに よる業 務 週 報 か ら,カ ー ドパ ンチ枚数,プ ロッ タ使 用 時 間 は担

当者 の作成 す る 日報 か ら,ま た コ ン ピュー タの使 用 時 間 は ロギ ン グ情 報

か ら得 られ るo

2.3効 果 の 測 定

コ ン ピュー タ投 資 が増 加 す る に した が って そ の投 資効 果 の測 定は,単 に会

社 の トップの理解 を求 め る とかPRを す る とい う段 階 か ら,経 営 に かか わ る

重要 な問題 に な って きたoま た,電 算業務 の健 全 な発展 の ため に,電 子 計 算

セ ンター の業務 管理 の一環 と して も効 果 測 定 は重 要 な こ とで あ る。 当社 では

開発 した プ ログ ラム を評価 す る とい う形 で,種 々の測 定方 法 を試 み て い るが

プログ ラムの大 きさ や内 容 お よび利 用形 態 な ど に よって異 な った方 法 が用 い

られ て い る。 以下 は その い くつか の紹 介 で あ る。

技術 計 算 で は,た とえば ある超 高 層 ビル工 事 の受 注 活 動 や工 事施 工 に あ た一
って,コ ン ピュー タの利 用 が各 分 野 で具 体 的 に どの程 度 貢献 した か をそ の工

事金額 に対 す る比率 として だ し,利 用 され た プ ログ ラムの貢 献 度 を金額 で表

わす方 法 を用 い て い るo次 に設 計 部 門が コ ン ピュー タを利 用 して設 計 を した

場 合 は,設 計 料 収 入 に占 め るコ ン ピ ュー タの使 用料 の比 率 を設 定 して お き,

プ ログ ラム の利 用価値 を 金額 で評 価 す る方法 で あ る。 そ の他,さ きに述 べ た
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電 算処 理 料 収入 の累計 に よ リプ ログ ラム の収益 性 を評価 す る方法 が あ るo事

務 計 算 では主 と して人 員 の削 減,残 業 時 間 の減 少 な どに よる人件 費 の節 約 額

で表 わ され てい る。 上 記 の方 法 は い つれ もプ ログ ラムまた は シス テ ム の利 用

実績 に よる評 価 で あるが,さ らに プ ログ ラムの有効 年数 や利 用 回数 の 予想 に

よ って,プ ログ ラム ごとの投 資効 果 を想 定 す る こ とが で きるoい つ れ に して

も,投 資 金額 を明確 に把握 してお くこ とが 大 切 で あるが,大 変 繁雑 な 事務 処

理 が必 要 で あ るo

全体 的 な投資 効果 の測 定方 法 と して は,当 社 の保有す る プ ログ ラ ムの総 ス

テ ップ数 に1ス テ ップ当 りの市場 価 格 に よる単 価 を乗 じて プ ログ ラ ムの資 産

評価 をす る方 法 が あ るoこ の方 法 は評 価 を した時 点 までに コ ン ピュー タe〈投

資 した総 額 と資 産評 価額 とを簡単 に比 較 す るこ とが で きるの で便 利 で あ る。

当社 では上 記 の よ うに金 額 的 な表 現 に よる直接 的 な投 資効果 の測 定 を も試

み て い るが,間 接的 な効 果 と して,コ ン ピュー タの利用 部所,利 用者 な どの

意見 の調 査 結果 を要 約 す る と,技 術 計 算 では

① 人 力 では 不可能 な計 算 を可 能 に した。

② 多大 な労 力 と時 間 を要 す る計 算 を短 時 間 に処 理す る こ とに よ り,設 計 作

業 の省 力 化 と現場 の生産 性 の向上 に貢 献 して い る。

③ 計 算技術 の質 的 向上 と最 適値 の選 択 を可能 に した。

な どが あげ られ,事 務 計 算 では

① 必 要 な管理 資料 が タ イム リー に得 られ る よ うになった。

② 収集 した デー タ を各 種 の分析 に使 用 で き,業 務 管理 が質 的 に向上 した。

な どで あ るo

この よ うに,コ ン ピュー タ投 資 は社 業 の発展 に大 いに貢 献 して い る こ とが

認 め られ てい るo
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資料2-1電 子 計 算 セ ン タ ー計算 依 頼書

申請%
社 長 副 社 長 担当重役

昭和 年 月 日

依頼部所

電 子 計 算 セ ン タ ー

部 長 次 長 企画課長 開発課長 計算課長 庶務課長 部所長 課長
'担 当者

件 名 受託%

料

金

屍

芭

科 目 金 額関係工事名 担当連絡部所

担 当者Te1

計算 処理 料工事金額

パ ン チ 料
注文者

出 力 料費用負担部所

部(支店)(出 張所'
プ ロ ッタ ー 料予算金額

計 算 種 別

1設計(⑪ 計画,⑫ 設計)2.見 積(⑳ 見積,㊧ 実行予算)
3施工(⑪計画,⑫ 技術,⑬ 管理)4事 務(㊨ 人事,@経 理,⑬ 機材,

⑲その他)
5研究(⑪ 研究)6.そ の他(⑲ その他)

合 計

使

用

内

訳

厩

芭

電子計算機使用時間

実 施 時 間 時間 分

デバック時間 時間 分依頼事項(完 了希望 年 月 日)

一

パ ンチ枚 数 枚

出 力 行 数 行

プロッター使用時 間 時 間 分

所要延人員 人日

受託期間

昭和 昭和

年 月 日～ 年 月 日
備 考

担当者

注)依 頼部所 は太線 内のみ記入 し,2部 提 出の こと。
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資料2-2計 算機使用料 明細書

前月迄使用料金累計
,,,

部(支 店)

発 行 番 号 .

(月 分)'電 子計算セ ンター

当 月 使 用 料 金
,,,

部 長 課 長 庶 務 担 当

使 用 料 金 累 計
,,,

件 名

費 用 明 細

計計 算処 理用 出 力 料 パ シ チ 料 プ ロ ッ タ ー 料

時 間 金 額 行 数 金 額 枚 数 金 額 時 間 金 額
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第3章 旭化成工業 にお けるEDP費 用計上に関す る諸問題

3.1EDPの 概 況

旭 化成 は 札幌 よ り延 岡(宮 崎 県)に いた る25都 道 府 県 の100を こえ る

事業 所(事 務 所,工 場,研 究 所 な ど)に お い て活動 を展 開 してい る。 しか も

そ の活動 の 対象 は,繊 維,化 成 品,肥 料,火 薬 類,合 成 ゴ ム,合 成 樹脂,建

材,食 品,住 宅 な どにわ た る。 したが って,旭 化 成 に おけ る情 報 処 理 は,第

一 に
,全 国 的 な広域 サー ビス を要求 され,第 二 に,多 様 な製造 シス テ ム,販

売 システ ムを対象 とす る こ とを要 請 され て い る。

当社 のEDPは 昭 和37年 に は じま る。 しか し,当 社 の体 質 は組織 的 に は

事業 部制 が 強 く,こ れ に前 述 の 広域 か つ 多様 な活 動 が重 な りブ した が って,

初 期 のEDP活 動 は,全 社 的 な見地 か らす れば,精 粗 が あ り,ま た遅速 が あ

った 。

この状態 を こえ るため,昭 和47,年 にEDPマ ス タプ ラ ンが設 定 され た。

こ こに定 め られ た 目標 は,第 一 に 省力,第 二 に情 報 シス テム の総 合,第 三 に

情報 サー ビス水準 の向上 で あ った 。 ここで提 示 さ れ た諸計 画 は,5年 間 に わ

た り実行 さ れ,そ の結果 の ひ とつ と して,全 社 に わ た る コン ピュー タ ・ネ ッ

トワー クACTシ ス テ ムが 昭和51年 に全 面 的 に稼 動 した(図3-1参 照)。

最 近,低 成長 時代 に入b,当 社 にfoい て もEDP費 用 削減 の た めの諸 活 動

が多 面的 に実 行 され るに いた っ て い る。 これ は,シ ス テム部 門 間 におけ る も

の と,シ ス テ ム利 用部門 に対す る もの とに分 け られ る。 前者 は,ハ ー ドウエ

ア費 用 の削 減(PCM機 器 の採 用,レ ンタル か ら買 取 へ の切換 な ど),ソ フ

トウエ ア費 用 の削減(プ リコン パ イ ラの全 面 的 な採 用 な ど),運 用費 用 の 削

減(通 信系 ・処 理 系 を連 結 した運 転 の 自動化 な ど)を 行 うもの で あ り,後 者
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は,EDPコ ス トを全 面 的 に利 用者 に配賦 す る もの で あるo(後 者 につ いて

は,従 来 工場 地 区 に お い ての み 実施 して きた)

3.2費 用 の 計 上 と配 賦

EDPの 総 費 用 は,そ の 大 部分 は利 用者 に配 賦す るが,そ の一 部は 一 般 管

理 費 と して お と し,直 接 利 用者 には 配賦 してい な い。一 部 を一 般 管理 費 と し

て計上 す る理 由は 次 の通 りで あるoそ れは,全 社 を横 断的 に管 理 す る機 能,

す なわ ち,シ ステ ム管理機 能 を ど こが負 担 す るか,と い うこ とにか か わ る。

利 用者側(事 業 部側)よ りみ る と,そ の要求 と全社 シス テ ムの サー ビス水準

ζの 間 には,さ ま ざま な過 不足 が生 じ うるoこ の サーーーiビス の過 不足 の状 態 を

利 用者側 に強制 す る た めに は,利 用 者側 に全 費 用 を負担 させ る こ とは で きな

い。 これ が一 般 管理 費 分 の ある理 由で あ る。

次 に当社 のEDPの あ り方 は 分散 処 理 で あるoし た が って 費 用 の 配分 も分

散化 して い るoす な わ ち本 社 地 区 のEDP費 用 は本社 で負担 し,工 場 地 区 の

そ れ は,汎 用機 に関 す る ものは 当該地 区 の工場 群 で負担 し,端 末 に 関す る も

のは,そ の設置 工 場 で負担 す る,と い うこ とに なって い る。

費 用の計 上 お よび配 賦 に関 す る計 算方 式 は,全 費 用 を運 用費 と開 発費 とに

分 け て行 うo

運 用 費 は,機 械 計 算 費,デ ー タ作成 費,プ ログ ラム保 守 費 に分 類 され るo

前二 者 は(仕 切単 価)×(実 績)の 形 で計 算 され るo仕 切 単 価 は,一 般 の 計

算 セン ター な どで行 って い る方 式 に準 じて決 め るoプ ログ ラム保守 費 は,月

次 定額 とし,当 該 ジ ョブの機 械 計 算 費 に比例 した価格 を計 上 す る。

ぽ:㌘ 蕊 鱈 二:二1澱　 ヅ
ここ で,通 信費 につ い て補 足 す るo通 信費 は幹線 分(各 利 用 者 の共 同利 用

分)と,支 線 分(利 用者 ご との 専 用分)と に区別 され る。 前 者 は,機 械 計 算

一33一



費 に算 入 され,後 者 は 利 用者 ご とに負担 す るo

な ま㍉ 当社 には,別 に約30台 の プロ セス制 御 機 が導 入 され て い る。 しか

し,こ れ らは生 産設 備の 一 部 と して把 握 さ れ,EDP費 用 と して は把 握 され

て いな いo

最 後 に,配 賦 宛 先 は,全 社 共 通 シス テ ムの場 合 に は,当 該 ジ ョブに管理 責

任 を もつ 部 門 とさ れ るo事 業 部 シス テ ム につ い ては 事業 部 ご とに配 賦 され るo

複数 事業 部 に わた る もの に関 しては デー タ件数 比 で配 賦 され る。

3.3問 題 点

〈1)管 理 機能 の費 用 を ど うみ るか

シス テ ム管理 機 能 は利 用者 に とっ ては,サ ー ビス とい うよ り強制 力 で あ

り,し たが っ て,費 用 を と りた て る こと は で きない。 ま た,こ れ を行 うべ

きで は ない で あろ う。 これ は す でに のべ た の で詳 し くは繰 返 さ ない。

(2)セ ン ター 間価 格 差 を ど うみ るか

当社 シス テ ムの よ うな複数 セ ンター を もつ分 散 シス テ ム に お いては,費

用 の管理 を シス テ ム部 門全 体 に対 して一 括 す べ きな のか,あ るい は セ ン タ

ー別 に個 別化 す べ きなの か
,と い う問 題 が発 生 す るo当 社 の よ うな コン ピ

ュー タ ・ネ ッ トワー クの環 境 の下 で情報 処 理 を行 っ て い る場 合 には,負 荷

の バ ランス とい う観 点 か ら,利 用者 の希望 と無 関係 に,シ ス テ ム部 門側 の

判断 で,そ の ジ ョブ の実 行 を行 うセ ン ター が 指定 さ れ る。 した が って,セ

ン ター ご とに単価 が異 な る ことは,利 用者側 の 不満 を増 大 せ しめ るで あろ

う。一方,全 センター同一単価で あるとい うこ とは,セ ン ター相互 間の競争に よる

効率化 をはばむであろ う。この ような観点か ら,当 社では,折 衷的な立場 をとり,

本社 地区センターは相互間は共通管理,工 場地区セ ンター別管理 とい う形に した。

(3)計 算 費 を ど うみ るか

(a)ハ ー ドウエ ア価格
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一 般 に
,ハ ー ドウエア価 格 は,EDP費 用 のほ ぼ40%を 占 め る。 し

た が って,分 散 シス テ ムに おけ る よ うに ジ ョブ が複数 のハ ー ドウエ アに

分配 され る時 に は,そ れ らのハー ドウエア原価 が相 互 に等 しい こ とが望

ま しい 。 しか し,現 実 はそ うで ない○

第一 に,規 模 の効 果 が あるo大 型機側 に グ ロー シ ェの 法 則 に従 う値 段

の低 減 が あ り(た だ し,後 述 の よ うに,運 用費 用 ま で算入 す る と,こ の

効果 は怪 し くな る),小 型機 側 で ミニ コ ンの著 しい価格 の低 下 が あ る。

第 二 に,ハ ー ドウエア の陳腐 化 が あ る。 ミニ コ ンにお い て は,こ れが

顕著 で あ り,ま だ完 全 に償 却 しきれ ない うちに,よ り性 能 ・価格 比 が高

く,し か も,絶 対 的 な価格 も低 い シス テ ムが 販 売 され て い る。

第 三 に,メ ー カの販 売競 争 に もとつ く,価 格 の大 幅 な変 動 が ある。 さ

らに,PCM機 器 の採 用 とい う こと もある。

第 四 に,コ ンピュータ費用の支払方式 による価格の違いがあ る。レンタルの場

合,リ ースの 場合,買 取 りの場 合,あ るいは超過料金の算出方式 の相 違など。

現 実 には,セ ン ター ご とに上記 の諸 要 因が さ ま ざま に組合 さ り,セ ン

ター ご とに機 械 計 算単 価 をば らつか せ る原 因 とな る。

(b)ソ フ トウエア費 用

ソ フ トウエア の生産 につ いて は,自 営 の場 合 と外注 の場 合 とが あ る。

す なわ ち,こ れ らの いず れ に頼 るか に よ リソフ トウエア の生 産 費 用 が 異

るoセ ン ター に よっ て外 注依 存 度 が違 うので,価 格差 が こ こに発 生 す る。

(c)運 用 費 用

計 算単価 は,従 来,大 型 コ ン ピュー タに よる ものほ ど低 い とい うこ と

が あっ た。 現 実 に もこの 傾 向 は認 め られ るoし か し,こ れ に運 用費 用 を

加 算 した場 合 には,か な らず し も大 型 が安価 で ある とはいえ なくなった。

す な わ ち,大 型 の環 境下 で は,運 転 の技術 支 援,機 密 保 護 な どに相 当 な

費用 が発生 す るが,小 型 の環 境下 では,そ うした オー バー ヘ ッ ドが 不必

要 で あ り,た とえ ば無 人運 転 も可 能 であ る。 したが っ て,小 型 機 の単価
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が 低 い,と い う不均 衡 が生 じる場 合 が あ る。

な お,運 用 費 用 の相 違 は,そ の セ ンター が バ ッチ処 理 か,オ ン ラ イ ン

処 理 か,と い うことか ら も異 るoす なわ ち,前 者 にkい て は,入 力 デー一

夕の前処 理,出 力 レボーー トの後 処 理 な どに結 構工 数 を と られ る し,後 者

に おい て は,障 害 時 の バ ック ア ップ の ため の費 用 が無視 しえ ない大 きさ

とな るo

本 節 に示 した 諸要 因に よ り,小 さ な利 用者 に とっ ては,分 散 処理 に徹 し

た方 が,共 同利 用 の 大規模 システ ムに加 入 す る より有利 とい う場 合 もあ り

うる。 しか し,こ うした場 合 に も,総 費 用 につ いて いえ ぱ後 者 の方 が低 い

はず で あ る。 したが って,問 題 は原 価 計 算 の方 式 に あ る とい う場合 もあ り

うるで あろ う。 後述 す る よ うに,同 種 の傾 向 は,通 信設 備に も端 末 に もあ

り うる。

(4)サ ー ビス水 準 別価 格差 を ど うみ るか'

(a)オ ンライ ン

オ ン ライ ン ・シス テ ムは,ジ ョブ の繁 閑 を問 わず ,常 に 占有 して い る

資 源 が あ る。 また,障 害時 に 備え て,冗 長 な資源 を用 意 して おか な けれ

ば な らない 。 この費 用 を ど こに負 担 させ た ら よい かo当 社 で は,こ の部

分 は共 通 費 と して把 握 し,一 次的 には利 用 者 に配賦 しない 。

次 に,オ ン ライン ・シス テ ム開 発 に必 要 とされ る初 期 費 用 を どこに負

担 させ るか 。 当社 では,こ れ を研 究 開発 費 と して計 上 し,利 用者 に 直接

的 に配 賦 しな い よ うに して い る。 これ に より先 発 の加 入 者 と後 発 の加 入

者 とに,負 担 の相 違 が で な い よ うに工夫 して あ る。

(b)コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワー ク

コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワー ク運 転 の ため の費 用 は
,各 セ ン ター 共通 の

オー バー ヘ ッ ドと して ネ ッ トワー ク に参 加 してい る全 ホス ト・コン ピ ュ

ー タに配 賦 して い る
o配 賦 率 は;各 ホス ト・コン ピュー タ'のレ ンタル比

で あ るoす な わ ち,こ の費 用 は一 次 的 に は利 用 者 に配 賦 さ れな いoコ ン
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ピュ一 夕 ・ネ ッ トワー クに よる ジ ョブ配 分 が シス テ ム部 門 の都合 で なさ

れ るか らで あ るo

(c)オ フ ライ ン処 理

詳 細 に考 え れ ば,入 力費 用 は 入力 の チ ェ ック水 準別 に単価 を変 え るべ

きで あろ う し,出 力 費用 は,用 紙 別(応 用 シ一一 トか 印刷 シー トか),仕

分 け水 準 別(仕 分 け を シス テ ム部 門が や るか,利 用者 部 門 が や るか)な

ど,単 価 を別 々に設 定すべ きで あろ う。 処 理 の プ ライオ リテ ィにつ いて

も,し か りで あろ うo

しか し,本 項 につ い ては,当 社 の場 合,ほ とん ど未 実施 で あるo

(5)通 信費 を ど う見るか

当社 の通 信 シス テ ムは共 同利 用 システ ム で あ る。 した が って,こ こ を流

れ るデー タ も,利 用 者相互 間 の メ ッセー ジ交換 あ り,利 用 者 セ ンター 間の

デー タ集 配 信 あ り,セ ンター 相互 間 の ファ イル伝 送 が あるo前 二 者 は利 用

者 に配 賦 し うるが 、後 者 は,シ ス テ ム部門 内 での ジ ョブの適 正配 分 の た め

に 行 う もの で あ るので,こ れ を配賦 す る こ とは で きない。

なま㍉ 規 模 の効果 で論 じた よ うな内容が,通 信系 につ いて も部 分 的 に生

じ うるoす なわ ち,距 離 と トラヒ ック とに つい て は,あ る場 合 には共 同利

用 シス テ ムに参 入 す る よ り,交 換 網 利 用 で端 末 対端 末 で通 信 した方 が低 価

格 にな る場 合 が あるo

(6)端 末 費 を ど う見 るか

端 末 費 は利 用者 が 負担 す る ことに なっ て い る。 ここで,利 用 者が 負担 す

る とい うこ とは,端 末 に装 備 され るべ き機 能,お よびそ の性 能 につ いて も

当 然,利 用 者側 の意 向 が強 く反映 され る こ とに な る。端 末 の多様 化 とい う

最 近 の傾 向は,こ の利用 者 の選択 の幅 をます ます拡 大 す る。 したが って,

シス テ ム側 と して は,で きるだけ 多種 多様 の端 末 を接続 し うる よ うに用意

してお く必 要 が あるo当 社のネッ トワークには現在5社11種 の端 末 が,専 用

線 また は交 換 回線(電 話型,電 信型)を 経 由 して接続 され るよ うに なっ て
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い るo

この よ うに して選択 され た 端末 は,い ず れ も相 当規 模 の知 能 す な わ ち処

理機 能 を もっ てい るo一 方,端 末費 用は 利 用者 負担 で あ るか ら,利 用者 は

可能 な 限 り端末 側 の負荷 を増 大 させ,セ ン ター処 理 費 用 を削 減 しよ うとす

る。 端 末 の知能 が 大 で あ るほ ど,ま た,そ の稼 動 率 が低 いほ ど,こ の傾 向

は助長 され る。

(7)単 価 設 定 をど う見 るか

単価 は,原 価 に も とつ く もの と,市 価 に な ら うもの とが あるo当 社 に お

い ては,前 者 に従 っ てい る。 これ は 当社 にお け る シス テ ム部 門 の位置 づ け

か らきて い るoす な わ ち,シ ス テ ム部 門 は管理 部 門 に属 し,し たが って利

益 を計 上 す る こ とで な く,サ ー ビス を効 率 的 に提供 す る こと を義 務 づ け ら

れ てい るか らで あ るo

(8)そ の他

EDP費 用 はそ の大 部 分 が 固定 費 で ある。 したが っ てそ の使 用量 につ い

て は,あ る一 定限 界値 以 下 で あれ ば,使 い ど くで あ る,と い う傾 向 が み ら

れ る。 しか し,こ の 臨界 値 を超 え る と,固 定費 の非 連続 的 な増 大(ハ ー ド

ウエ アの レベ ル・ア ッ プな ど)が 生 ず る。 す なわ ち,こ の 臨 界値 の前 後 で,

使 用量 の若 干 の増 加が 単 価 の 大 幅 な増 大 を惹 起 す る こ とが ある。 この単 価

の変 動 は 利 用者 に衝 撃 を与 え る で あ ろ うが,こ れ を どの よ うに低 め うるか

とい う配 慮 が必要 で あろ う。 なぜ な らば,EDP処 理 量 は確 実 に増 し,ハ

ー ドウエア の レベル ア ッ プは数 年 ご とに繰返 すが
,一 方,EDPの 姿 は ま

す ます 成 熟化 し,そ の限 界効 用 は しだ い に低下 しつ つ あ るか らで ある。
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第4章 日本航 空におけ るEDPS原 価計算

4.1概 況

日航 の コ ン ビューSリ ゼー シ ョンは,1957年4月 に レ ミン トン ・ラン

ドのユ ニ バ ックー60と い うパ ン チ ・カー ド・シス テ ムを導 入 した の が始 ま

りで あるo日 本 に最 初 に コ ン ピュー タが輸 入 され た のが1954年 で あ るの

で,日 航 は,い わ ば 昧 の ・ ン ピ・一 ・ リゼー シ ・ンの創世細 ・手駒 た こ

とに な るo当 時 は ま だ,部 品在 庫 管理 や給 一与計 算 な どの ご く一部 の業 務 に適

用 され た だけ だ・っ たが,1963年 のIBMのEDPS導 入 お よび 日本航 空

と 日本 航 空 整 備両 社 の合 併 に よ り,適 用 業務 が一 段 と拡大 され た。 今 日で は

全部 門 の主 要業 務 の ほ とん どが コ ン ピュー タ化 され てい るoさ らに,f964

年 に は,オ ン ライ ン ・リアル タ イム ・シス テ ムを国 内線旅 客 予 約業務 に導入

した。 日本 で オ ン ライ ン情 報 処理 が始 ま っ たの も同 じ1964年 で あ る。

そ の後,オ ン ライ ン化 は,1970年e〈 旅客 シス テ ム(国 際線 予約,搭 乗

手続,搭 載 管理)へ,1972年 に飛 行計 画foよ び空港 情報 へ とす す み,

1974年 には新 整 備 管理 シス テ ム,運 航 シス テ ムが稼 動 したoさ らに1976

年4月 か ら 貨 物 ター ミナル シス テ ムの一 部 が稼 動 開始 となっ た。

この よ うな適 用分 野 の拡 大,シ ステ ムの 大型 化 に伴 って コン ピ ュー タ も順

次,高 性 能 な大型機 に 更新 され て きた。1973年 にはIBM370シ リー

ズ の機 械 を導 入 したo

今後 は経 営情 報,旅 客,貨 物,運 航,整 備の各 基 幹 シス テ ム を基 盤 と して

よ り一一一・層 の コ ン ビ=一 夕 リゼー シ ョンが進 展 して い くで あろ うo

当社 の主 要 シス テ ム構成 図 と組織 別 にみ た主 な適用業務 を次 に示 す 。(図

4-1,表4-・1参 照)
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表4-1組 織 と適 用業 務(1)

注:〔 〕 内は1973年7月 現在,開 発中または開発予定

組織 機能区分 主 な 適 用 業 務

経 営 需要予測,運 航諸元予測,路 線便数計画,収 入予測,予

一 実算比較,経 営統計,出 入国統計,統 計月報

人 事 人事計画,人 事統計,教 育訓練記録,勤 怠 管理,賃 金計

般
算,賃 金統 計,社 内預 金,保 険 決 算,固 定 資産 管 理,原

価計算
管

財 務 決算,固 定資産管理,原 価計 算

理 収 入 管 理 国際 ・国内旅客収入管理,国 際 ・国内貨物,郵 便収入管

理,航 空 券管理

営 業 輸送 実績 速 報,販 売 割 当,タ リフ,広 告 投 下 分析,旅 客

営 販売統計,貨 物販売統計,郵 便販売統計

予 約 国 際線 旅 客 座 席 予約(オ ン ライ ン)

業 国 内線 旅 客 座 席 予約(オ ン ライ ン)

〔国 際線 貨 物 予約(オ ン ライ ン)〕

塔乗 ・搭載 国際線旅客搭乗手続(オ ンライン)
運

国 際線 塔 載 管理(オ ン ライ ン)

〔国 際線 貨 物 運送 管 理(オ ンラ イン)〕

客 室 乗 員 乗務計画,乗 員計画,乗 務記録,乗 務手当
送

客 室 客室補給,客 室 会計,機 内販売統計
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表4-1組 織 と適 用業 務(2)

注:〔 〕内は1973年7月 現在,開 発中または開発予定

組織 機能区分 主 な 適 用 業 務

運 航 乗 員 乗務 計画,乗 員計画,乗 務記録,乗 務手 当

運 〔乗務 資格 管 理(オ ン ライ ン)〕

運 航 飛 行 計 画(オ ン ラ イ ン)

〔運 行 情報(オ ン ライ ン)〕

航 運航統計,運 行規定,着 陸距離分析,全 天候着陸分析

燃料管理

〔飛 行解析 ・エ ン ジン解 析,AIDS〕

整 備 〔航 空機 生 産 管理(オ ン ライ ン)〕

整 〔部 品 生産 管 理(オ ン ライ ン)〕

整備計画,工 数統計,故 障 統計,故 障情報

技術 管理,〔 客室故障情報〕,〔 整備員教 育訓練記録〕

備 資 材 在庫管理,在 庫分析,支 店在庫計画

SHORTAGE分 析,購 入調 達,資 材 統計,資 財 会 計

ニ

ュ

ー

米州 内財務,収 入管理

ヨ

ー

ク 貨物運送管理 ・

ロ

ス

ア
ン

ゼ
航空機部品調達

婁 7
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日航 のEDP業 務 の規 模 をみ る と

人 員

使用機種

年 間費用

パ ッチ 処理 ア ウ トプ ッ ト

オ ン ラ イン デー タ通 信量

(IN-PUT)

以 上 の よ うに,現 在 の 日本 の企業 にお け るEDPの 平均 規模 よbは 大 きい

もの と考 え られ るo

とか くEDPの 管 理 は,多 くの問題 を含 み,難 しい が,規 模 が大 き くなれ

ば な るほ ど複 雑 に なるo当 社 で は,1971年 以 前 は,EDPS原 価 計 算 を

実施 して い な かっ たが,規 模 の膨 張 に対 応 した管 理体 制 の確 立 を図 る一環 と

して1972年 か ら原 価計 算 の体 系 を作 りア プ リケー シ ョン別 原 価計 算 を実

施 したo年 々EDPの 規模 が 大 き くな るにつ れ,原 価 も膨 張 す る。 トー タル

コス トが 大 き くな る と,何 故 こん な に増 えた の か,何 か無駄 が あ るの で は な

い か,原 価 か らみた 問題 点 とい うの は何 だ ろ う。 他 社 と比 べ て 当社 は 金 をか

け す ぎてい るの か,こ の プ ロジ ェク トの 効果 費 用 は ど うな って い る のか,こ

の機 械 の コス トパ フォー マ ンスは ほ ん と うに いい の だ ろ うか,ユ ー ザへ の原

価付 替 は これ で い いか,等 々の問 題 が頻 発 して くるoこ うした こ とが,ED

414名(端 末 オ ペ レ ー タ 等 を 除 く)

IBM360-65×2

1BM370--158×2

1BM370-158皿

TOSBAC5400×2

NEAC3200×24

MELCOM70×6

NCR-C-101

1BM360-20

CHI2120

52億 円

850種 類

53万MSG/日
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PS原 価 計 算 の発 端 で あろ う。

1972年 に原 価 計 算 を開 始 した が,こ れ は暫 定 的体系 で あっ た た め19

75年9月 か ら計 算 体 系 の見 直 しを行 い,原 価 要 素 の確 定,原 価集 計 方 法 の

変 更,組 織 別 原価 の把握,計 算 手順 の改 善 等 を行 い,1976年4月 か ら正

式 にEDPS原 価 計 算 を開始 した。 そ して,四 半 期毎 に原価 報 告 書 を作成 し

管理職 会 議 に提 出 し報 告 す る こ とに して い る。

EDPS原 価 計 算 につ い て の感 想 を述 べ る と,計 算体 系 を作 る こ と も大 切

で あ るが,計 算 した結 果 を有 効 に分析 し,コ ス ト的 観 点 に立脚 した 問題 点 の

把握 が特 に重 要 であ る。 これ は簡 単 では ない 。 まず原 価報 告 を受 け る側 の原一
価 の見 方,考 え方 を育成 しなけ れ ば な らない。 少 くと も,資 本 的 支 出 と収 益

的支 出 の区 分,変 動 費 と固定 費,機 会 損 失 等 の考 え方 を,単 に知識 と して で

な く,身 につ け る ことで あ る。 また,原 価 意識 を昂揚 し,生 産 性 の 向上 意欲

をEDP要 員全体 にゆ きわ た らせ る方策 を打 ち出 さな けれ ばな らな い。

当社 にtsけ るEDPS原 価計 算 は ま だ充 分 な もので な く,今 後 永続 的 に実

施 して ゆ き,除 々 にそ の効果 を あげ て ゆ きた い と考 え て い るo

L

4.2プ ロジ ェ ク ト要 求 書 方 式

EDPS原 価計 算 の 説 明の前 に,ど の ような 方法 で プ ロ ジ ェク トの事 前審

査 をす るか とい う点 につ い て簡 単 に述 べ る。

当 社 で は,ユ ーザ がEDPS化 を希 望 す る プ ロジ ェク トの 要求 方式,審

査 方法,開 発手 順等 を定 めた処 理 基 準(マ ニ ュア ル)を 制 定 して い るム ユー

ザ が 具 体 的 に シ ス テ ム 化 を要求 す る際 に は,要 求 書 作成 に関 す る規 則 に従

って 行 っ て い る。 ま だ基 本 的 に 見 直 さ なけ れば な らない 問題 は多 分 に あ るが

現 在 の ところ一 応 これ で実 行 して い る。

経 過 にっ いて 若干 説 明 す る と,1970年 力}ら効果 費 用 分析(コ ス5・ ベ

ネ フ ィ ッ ト ・ア ナ リシス)を 中 心 とす る評 価体 系 に基 づ い て プ ロジ ェク トの
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審査 を行 うこ とにな った。 これ は,あ る意味 の測 定点 をつ けた とい うの が骨

子 に な っ て今 日まで続 い て い る。今 後 これ を継続 すべ きか ど うか につ い て は

多 少問題 が あるo

ユー ザ か らの プ ロジ ェ ク トの要求 に対 して は,メ ジャー・プ ロジ ェク トと マ

ィ ナー プ ロジ ェクFに 区分 してい るoメ ジャー プ ロジ ェク トは,開 発 に 要 す

る マ ンパ ワー が2人 月以上,2人 月以下 に 対 しては マ イナー プ ロ ジ ェク トと

い う処理 を し,多 少取扱 い を変 え てい るo

EDPS化 要求 書 作成 に関す る規則 は,社 内各部 門 が情報 シス テ ム部 門 に

対 して機 械 化 の要求 書 を提 出す る場 合 の手 続 書 的 な もので あ るoこ の規 則 は

メジャー とマ イナー に分 け て要 求書 の記載 の仕 方 につ いて詳 し く述 べ,フ ォ

ー マ ッ トを示 して い る
o

メ ジャー プ ロジ ェク トに例 を取 る と,ま ず,「 新 規 プロ ジェク トまた は基

本 的 修正 プ ロ ジェク ト要 求 書 」 とい うもの が ある。 これ以 前 に実 行 性検 討 と

い うのが 前段 階 の プ ロセス と して あ り,実 行 性検 討 の要求 書 が他 に あ るが,

全 部 の プ ロ ジ ェク トに つ い て実施 す る もの で は ないoし か し,メ ジ ャー に つ

い て は,ほ とん ど実 行性 検 討 を行 い,そ の結 果 に基 い て 「新規 プ ロジ ェク ト

また は基 本 的 修正 プ ロジ ェク ト要求 書 」 が 内容 的 に出来 あが る段 階 に至 るわ

け で あるo

まず最 初 に,内 容 期待 効 果,開 発 期 間 な ど要求 書 の通 りに要求 部 門 が 記入

し,情 報 シス テ ム部長 に提 出す る。 これ に対 し,情 報 シス テ ム部 では,① 運

営面 の実行 性,② 経済 面 の実行 性,③ 技 術 面 の実 行性,④ 経済 的効 果,⑤ 総

合評 価 とい う5つ の観 点 につ い て,高 ・中 ・低 の3つ の ランク で評価 を行 っ

て い るo

評 価 の基 準 につ いて は,経 済 的効果 に対 して金銭換 算 に よる評 価基 準 を設

定 してい るoま ず,経 費効 率 に つ いて20%未 満,20%～200%未 満,

200%以 上,他 方,総 効 果 と して金額 的 に5,000万 円未満,5,000万

円～2億 円,2億 円以 上 とい うラ ンクで経 済 的効果 の評価 を行 って い る。
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つ ぎに優 先 順 位設 定基 準 とい うのが あ り,こ れ に よって 当該 プ ロジ ェク ト

の採 用 か不採 用 か を決 め る。 これ は,実 行性 の等級 と経済 的効果 の等級 か ら

優 先 順 位 が決 め られ る こ とにな って い るo実 行 性 の等級 は,さ らに運 営面,

経 済 面,技 術 面 の3つ に分 か れて い る。tず,運 営面 につ い ては,基 本 的 に

組 織 を変 え た り,1部 門 のみ で処理 で きない よ うな プ ロジ ェク トはtl低ll評

価 に な る。逆 に,組 織 面 とか業務 処理 基 準等 で他 部 門 に影 響 を及 ぼ さ ない場

合 はt)高llと い うこ とに な る。 した が っ て,高 ・中 ・低 とい うの は,あ る程

度感 覚 的 な もの で あ る。 経済 面 につ い て は,ll中11以 下 の評 価 を受 け た もの

は 原 則 的 に 不採 用 と して い るo技 術 面 は,単 純 に開発 上 の困難 性 が どの程 度

あ るか とい うこ とで,問 題 が ない もの はil高11と い うこ とにな る0

しか し,こ れ だけ では,必 ず し も割 り切れ ない。定量 的なものだけでな く,定 性的

な効 果 が ど こま で加味 さ れ てい るか とい う問題 が あ り,当 社 では総 合 評 価 で

定 性 的 な効 果 を加味 して評 価 をす る とい うシス テ ム にな って い る。 この総合

評 価 にお い て当該 プ ゴジ ェク トを実施 す るか しな いか最 終 的 に決 ま るわけ で

あるo

4.3EDPS原 価 計 算

当社 のEDPS原 価 計 算 は,実 績 原 価 計 算 で あ るoし か し,必 要 な と き,

必 要 な ア プ リケー シ ョンにつ いて,予 定 原価 と実績 原 価 を比 較 す る こ とが で

き るoEDPS原 価 計 算の 方式 を図4-2に 示 す 。

4.3.1原 価 計 算 の 目 的

現 在,原 価 計 算 の 目 的 と し て 次 の4項 目 を あ げ て い るo

① ア プ リ ケ ー シ ・ ン の 事 後 評 価

ユ ー ザ か ら要 求 の あ っ た ア プ リ ケ ー シ ョ ン に つ い て
,事 前 評 価 の1項

目 と し て コ ス ト ・ ベ ネ フ ィ ッ トを 実 施 し て,ベ ネ フ ィ ッ トが コ ス トを 大
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開発部門
直

開発部門
間接労務費

運用部門

/直 接鵬

運用部門
間接労務費.

ア フ'リケー シヨン別

直 接業 務人 日で

配 賦

アプリケーション別

機械使用時間で

醜

ア プ リケー シ ョン別

キー パン チ レ コー ト

数 で配賦

図4-2日 本航 空 にお け るEDPS原 価 計 算の 方式

リケーシヨン別

EDPS原 価 計

算 リス ト



幅 に上 回 る もの を採 用 す る こ と と して い る。 事 前評 価 は 当然 見 積 で ある

の に対 し,事 後評 価 は実績 で行 う。

事 後評 価 は,開 発 中 また は運 用 中 の ア プ リケー シ ョン につ い て,見 積

原 価 と実 績 原価 の対 比,な らび に実績 原 価 とユー ザ 算定 に よる実績 効 果

との対比 に よ り評価 し,ア プ リケー シ ョンの存続 の可 否 または 改善 の必

要性 を判 断 す るた め の原価 資料 を提供 す る。

② 補 助部 門費 配 賦(ユ ーザへ の 付替)

当 社 の経理 規程 で は,EDPSに 係 る費 用(伝 送 費 ・端末 機 の減 価償

却 費 を除 く)は,EDPS部 門 費 と して取 扱 われ て い るo従 っ て,決 算

期 には,EDPS部 門費 はゼ ロに な るoこ れ の配 賦基 準 と して,ユ ー ザ

別 に区分 したEDPS原 価 を用 い てい るo

③ 販 売価 格 決定 の ため の 資料

社 外 に対 し,ア プ リケー シ ョン を有償 で提供 す る場 合 の販 売価 格 を決

定 す る基 礎 とす るo

④EDPS管 理 計 画 のた め の管 理 資料 の提供
※

イ.労 務 費,機 械 費,経 費,そ れぞ れ の分析 を行 う。

ロ.原 価分 析 を基 にEDPS業 務 運 営 に つ き,原 価 上 の観点 か ら問題 が

あれば そ れ を提 起す る。併 せ て 有効 な改 善策 が あれ ば,そ の提 言 を行

うo

※ 組織 別 また は機 械 別 の費 用,稼 動 率 な どの予実 比 較,対 前 年 比較,

す う勢 分析,そ の他

4.3.2勘 定 科 目体 系

経 理 上 の勘 定科 目は 形 態別 に細 か く分 類 され てい るが,EDPS原 価計

算 では,こ れ を次 の6つ の原 価 要 素 に 集約 して用い て い る。

① 機械 費

機 械 賃 借料,機 械 減 価償 却 費,保 守 費,シ ー ドテー プ な どの 消耗 品 費,
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機械 導 入 費 な どo

② キー パ ン チ費

デー タ処理 課 の 労務 費,間 接 経 費,管 理室 か ら配 賦 した労 務 費,間 接

経 費,キ ー パ ンチ外 注 費,キ ー パ ンチ機 器 の賃 借料 ・減 価償 却 費,カ ー

ド代o

③ 直諌 経 費

特 定 のア プ リケー シ ョン のみ に係 る費 用o端 末機 の減価 償 却費 ・賃 借

料 ・保守 費,電 信料,機 械 計 算外注 費,収 入 管理COMの 費 用等o

④ 直接 労務 費

開発 部 門 の直接 業 務 に係 る労務 費,運 用部 門 のオペ レー タの労務 費o

⑤ 間接 労務 費

管理 部 門 の労務 費,開 発 部門 の管理 職,庶 務 の労 務 費,お よび直接 人

員 の教 育,会 議待 機 等 の労 務 費 。

⑥ 間接経 費

管 理 ・開発 ・運 用 部 門 の諸 経 費,た とえば,電 話料,出 張 旅 費,日 常

交通 費,交 際 会議 費,事 務 用 消耗 品費,不 動 産賃 借料,水 道 光 熱 費,通

勤 費 な どo

4.3.3組 識別 原価 把 握

当社 情報 システ ム部 の組織 図 は 図4-3の とk・り。

EDPS原 価計 算 で は,通 信関係 の労務 費,経 費 を除 い て い る。但し,デ

ー タ通 信に係 る ものは 算 入 す る
。 そ して,管 理 部 門,開 発部 門,運 用 部 門

を以下 の よ うに定 め て い る。

① 管理 部 門 管 理 課,計 画課,情 報 シス テ ム訓 練 課

② 開発 部門EDPS企 画室,プ ログ ラム室,情 報 シス テ ム技術 課

③ 運 用 部 門 オペ レー シ ・ン業務 課,デ ー タ処 理課,オ ペ レー シ ョン

第1課,オ ペ レー シ ョン第2課
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理課長

画課長

情報システ
ム訓練課長

情報システム部長

情報 システム 信企画
技術課長 課長

オペレーション

業 務 課長
データ
処 理課長

レー シ ョン

第1課 長
レー シ ョン

第2課 長

信業務課長

通 信第1課 長

信第2課 長

田情報システ
ム課長

図4--3日 本航 空 情報 シス テ ム部 の組織 図

各 組織 別 に労務 費,経 費 を集計 す るoし た が っ て,各 部 門 の原価 は,

簡 単 に算 出す る ことが で き る。

4.3.4諸 元 と単 価 の算 出

原 価 計 算 に用 い る諸 元 は,① 開 発 部門 の組織 別,ア プ リケー シ ョン別 消

費 人 日,② キー パ ンチ ャー の ア プ リケー シ ョン別 デー タ処 理数,③ 運 用 部

門 の機 械別,ア プ リケー シ ョン別機 械 時 間 が主 な もの で あ るo

管理 部 門 の労 務 費,経 費 は,他 の室 所 課 に 人員 比 を もって配 賦 す るo

(単 価 の算 出)

開 発部 門 直接 人 員 の 労務 費
二 開発 部 門 労務 費単 価

開 発部 門 直接 人 員 の総 人 日

開 発部 門 の 間接 経 費
=開 発 部 門 間接 経費 単 価

開 発部 門 直接 業 務 人 日
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デー タ処 理 の労務 経 費+キ ー パ ンチ外注 費
=キ ー パ ン チ 単 価

キー パ ン チデー タ処 理枚 数

運用 部用(除 デー タ処 理課)直 接 人 員労 務 費
=運 用部門労務費単価

機 械 時 間

運用 部門の間接経費
=運 用部門間接経費単価

機 械 時 間

以上の単価 は,す べて組織別 に算出す る。

4.3.5直 接 費 と間接 費

開発 部 門

(a)労 務 費

①

②

③

④

管理職,庶 務 の労務 費

管理室か ら配賦された労務費

間接人 日に見合 う直接人員の労務費………

間接人 日(教 育 ・期待等)

総 人 日

直接人 日に見合 う直接人員の労務費………

直接人 日(開 発業務)
×直接人員労務費

総 人 日

間接費

間接費

間接費

×直接人員労務費

直接費

(b)間 接経費

① 管理室 か ら配賦 され た間接経費………間接費

② 開発部門の間接経費 間接費

運用部門

(a)労 務 費

① 管理職,庶 務 の労務費 間接費

② 管理室 か ら配賦 された労務費 間接費

③ オペ レー シ ョン業務課の労務 費 間接費
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①

②

、q

司

∂

④ 直接人員(オ ペ レー タ)の 労務費

(b)間 接経費

管理室 か ら配賦 された間接経費

直接費

運用部門の間接経 費

キ ー パ ン チ 費

機 械 費

直 諌 経 費

間接費

間接費

直接費

直接費

直接費

4.3.6ア プ リケー シ ョン別原 価 計 算

単 価 の算 出 が終 る とア プ リケー シ ョン別 原価 計 算 は容 易 で あ るo開 発 部

門 の原価 を ア プ リケー シ ョン別 に す るには,そ れ ぞれ の ア プ リケー シ ョン

に要 した人 日に労務 費 単 価 や 間接 経 費 単価 を乗 ず れば 良 い 。運 用 部門 の場

合 は,機 械 時 間 に労務 費 単価,間 接 経 費単 価,機 械費 単 価 を掛 け る。 キー'

パ ンチ費 は
,ア プ リケー シ ョン別 デー タ処 理 数 に キー パ ンチ単 価 を乗 ず る。

当社 では,各 アプ リケー シ ョン に管理 コー ド(7け た)を 付 け て管 理 し

て い る。 た とえ ば,「CREDITNOTESYSTEM改 善 」 はRiP109

「JALCOM皿 次期 シス テ ム検 討 」 はEEEO10と い う具 合 で ある。 管

理 コー ドは,前3け た は英 字 で業 務 の種類 を表 わすo次 の3け たは数 字 で

連続 番 号 で ある。 さ らに1け た を追 加 してL,R,S,Tな どの記号 をつ
※

け る場 合 もあ るが,こ れ は業務 の形 態 を表 わすo

※(業 務 の形 態)

1

9
●

3

実 行 性 検 討

メ ジ ャ ー プ ロ ジ ェ ク ト

マ イ ナ ー プ ロ ジ ェ ク ト

(2人 月 以 下 で 開 発 可 能 な も の)

Lユ ー ザ か ら の リ ク エ ス トに よ る 改 善 作 業

Rレ ギ ュ レ ー シ ョ ン の 変 更
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4

5

6

7

8

Sス ペ シ ャ ル ラ ン

シ ス テ ム 維 持 管 理(T.0の 記 号)

サ ー ベ イ プ ロ ジ ェ ク ト

運 用 オ ン ラ イ ン

運 用 オ フ ラ イ ン

教 育

4.3.7ユ ー ザ への原 価配 賦

既述 の とお り,補 助 部 門費 の配 賦 の た め に,決 算期 にユー ザ別 の原価 を

算定 す る。 管理 コー ドの前3け た は,業 務 の種 類 を示 す と共 に,ど の ユー.L－

ザ の仕 事 で あるか とい うこ と も表 わす。 それ ゆ え,ユ ー ザ別 に原 価 を集 計

す るには,管 理 コー ドを用 い れ ば 良いo

しか し,一 つの ア プ リケー シ ョンに 複数 のユー ザが共 有 してい る場 合 に

は,利 用 の 度合 に応 じて配 分 す る ことに してい る。 パ ッチ業 務 の場 合 は ア

ウ トプ ッ トの配布 部 数,オ ン ライ ンの場合 は端 末 装置設 置 台数 な どを使 用

す るo

4.3.8原 価 報 告書

原 価 報告 書 は,四 半 期毎 に作成 し,原 価 計 算対 象期 間終 了後,1カ 月以

内に部長 に提 出 す るo報 告 書 の 内容 は,EDPS総 原価,組 織 別原 価,労

務 費 と稼 動 率,機 械時 間 当 リオペ レ一 夕労 務 費,機 械費 コス ト分析,キ ー

パン チ コス ト
,業 務 別 原価 な どで あるo

4.3.9EDPS原 価 計 算 の 機 械 化

諸 元 と コ ス トを イ ン プ ッ トす れ ば,ア プ リ ケ ー シ ョ ン 別 に 原 価 リ ス トが

ア ウ ト プ ッ トさ れ る よ う機 械 化 を 実 施 し て い るo
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4.4事 後 評 価

4.4.1個 別 プ ロジェ ク トの事 後評 価

(1)運 用 開始 後1年 以上 経 過 した プ ロジ ェク トに つ いて,個 別 に事後 評 価

を行 い,今 後 と も当該 プ ロジ ェク トを継 続 す べ きか 廃止 すべ きか を見極

め るo

(2)こ の事 後評 価 は,毎 年 行 い過去4回 役 員 お よび社 内関係 部 門 に報 告 し

たo

(3)プ ロジ ェク トの開発 費 お よび運 用費 の実 績 は,情 報 シス テ ム部 が 算定

し,両 者 を情 報 システ ム部 が と りま とめて 予定 対 比,経 費 効 率,利 用状

況等 の 面 か ら総合 的 に評 価 す るo

4.4.2ア ウ トプ ッ ト(バ ッチ関 係)の 利 用状 況 調査

毎年 ユー ザ 部門 にお け るア ウ トプ ッ トの利 用状 況 を調 査 し,無 駄 なア ウ

トプ ッ トを整理 し,コ スFダ ウン を図 って い るo

4.5補 助部 門費 配賦

(1)当 社 では,EDP部 門費 と通 信部 門 費 を補 助部 門費 と して取 扱 って い る。

(2)EDP部 門 費 は,情 報 シス テ ム部 で 算 出 した部 門 別,組 織 別 原 価 比,通

信部門 費 は,JALNECS(コ ン ビ=一 夕を利 用 した メヅセージ 交換 装 置)

を通 った メ ッセー ジ通 数 比 を もっ て配 賦率 と して い るoい ずれ も直接 配 賦

法 で あ るo

(3)EDP部 門費 とEDP総 原 価 との相 違点 を 次 に示 すo
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EDPS総 原価

労務費 間接経費
機 械 費

(セ ンター)
キー パ ン チ 費

直 課 経 費
電 信料

セン・町 端糟

}
|
|

EDP部 門 費 他部門

端末 機 の減 価償 却 費 とデー タ通 信関係 費 用 は,他 部門 で あ り,EDP部

門 費 で ない が,EDP関 連 コス トで あるか らEDP原 価 計 算 の範 囲 に含 め

てい るo

(4)補 助 部門 費(EDP部 門 費)の 配 賦 を図4-4に 示 す と次 の とk・り。

(配 賦先 部 門費)

接整備費

航管理費

送管理費

部 ・室 ・工場 別

部 ・室 ・所 別

部 ・室 ・所 ・支 店別

EDP部 門
客 サー ビス費"

業 費"

報 宣 伝 費 部 ・室 別

般 管理 費 部 ・室 ・所 別

※ 端 末機 の償 却 費 は も ともと各 組織 の 費用 に含tれ るo

図4-4EDP部 門費 の配 賦

(5)管 理 コー ドの第1け た で どの部 門 の費 用 か判 別 す るこ とが で きるo

た とえ ば,

Aは 財務 一 般 管理 費 の財務 部 の コス ト

Rは 収入 管理→ 一 般 管理 費 の収入 管理 部 の コス ト
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Pは 資材 一 間 接 整 備費 の補 給 部 の コス ト

しか し,管 理 コー ドだけ では判 別 しに くい もの が あ るo特 に,オ ン ライ

ンな どは他 部 門 間,他 組織 間 で共 用 して い る もの が 多い。

この場 合 ど うした ら良 いか とい う問題 が あるが 当社 で は 次 の よ うに して

配 賦 す る ことに して い るo

(JALCOMコ ス トの配 賦 方法)

オ ン ライ ンの旅 客 システ ム

JALCOMシ ス テ ムは,国 際線 旅客 予 約,国 内線 旅客 予約,デ パー チ

ャー コン ト同一"ル(出 発 管理 シス テ ム),お よびJALDAC、S(国 内線

空港 シス テ ム)の4機 能 を有 してい る。 各 機能 に直接 賦課 出来 る コス トは

直課 す るが,CPUを は じめ とす る共 用機器 の コス ト,オ ペ レー タ ・コス

ト,間 接 経 費 な ど各機 能共 通 に 発生 す る コス トは次 の方 法 で各 機 能 別 に配

賦 してい るo

① 一 定 期間 に4機 能 別 の メ ッセー ジ数 の統計 を とり,4機 能別 の推 定年

間 メッセー ジ数 を算 出す るo

② 一 定 期 間 に4機 能 別 の1メ ッセー ジ当 り平均 処理 時 間(CPU内)の

デー タを とるo

③4機 能別 に 「推 定 年 間 メ ッセー ジ数 ×1メ ッセー ジ当 り平均 処理 時 間」

を算 出 す るo

④

⑤

③ の計 算 を もとに4機 能別 配 賦率 を決 定す るo(表4-2参 照)

配 賦 率 を もってJALCOM共 通 コス トを各機 能 別 に分 割 す る。

0.9億 円 国 内線 予 約+直 諌 分0.1億 円

10億 円7.8億 円 国 際線 予 約+直 諌 分0.2億 円

JAIK)OXVi

共通 コス ト0.6億 円 ζ;τ ζこ三 卜直諌分0.1億 円

O.7億 円JALDACS+直 諌分0.1億 円

機 能 別 コス トは,共 通 コス ト配 賦額 に直諌 コス トを加 え て確 定 す る。

次 に,各 ユー ザ へ の配 賦 で あ るが,こ れ は,各 機 能 別 の端 末 設 置 台 数

一頃ー一56一

、



を もっ て配賦 す る こ と と して い る。 た とえ ば,JALCOMの 国際 線旅

客 の端 末 が札 幌 支 店 に5台 設 置 して あれば 「国際線 旅 客 の コス ト8億 円

5×

国 際線旅 客 用端末 総 台 数 」 で計 算 され る・

当社 で は,JALCOM以 外 にJALFOS(運 航 シス テ ム),JAL

MACS(新 整 備管理 シス テ ム),JALTOS(貨 物 ター ミナル シス

テ ム)の オ ン ライ ンが あ る が配 賦 方式 は同 じで あるo

(パ ッチ シス テ ム の配 賦 方式)

バ ッチ シス テ ムで も複数 の ユー ザ が共 用 してい る ケー スが あ るが
,こ

の場合,ア ウ トプ ッ トの配 布部 数 を もって配賦 率 と して い る。

表4-2配 賦 率

(数値 は仮定)

年 間推定
MSG数

1MSG当 り

処 理 時 間

MSG当 りMSG数×

処理時間
配 賦 率

国内線予約 3ぴ0棚G 秒0
.4

秒12
,000 =・%

国際線予約 150,000 0.7 105,000 %・8%
_"●

ア パ ー チ ャ ー

コン ト ロー ル 5,500 1.5 8,250 塩 ・%
JALDACS 4,500 2.0 9,000 盤 ・%

計 190,000 一 134,250 100%

一57一





第5章 日本郵船におけ るコンテナ輸送 システムの

費用対効果

5.1a概 況

日 本郵船 の物 流 情 報 シ ステ ムは,最 終 的 には,コ ンテ ナ,鉄 鋼 原 料 ・鋼材,

石 油,自 動 車,木 材,食 料 品 等,各 物 資別 の シ ステ ム化 を 目指 して い るが,

比 較的 完 成 の域 に 近 づい て い る 「コ ンテ ナ輸 送体 制 にお け る情 報 シ ステ ム化 」

に つ いて述 べ てみ る。

す なわ ち,コ ンテ ナ輸 送開 始時 の計画 段 階 か ら現在 に至 るま での この シ ス

テ ムの中 で の経 過 と効 果 につ い て説 明 す る。

1968年9月,日 本 郵 船 ・昭 和 海運 グ ル ープが,わ が国 初 の コ ンテ ナ専

用 船 を太平 洋航 路 に就 航 させ て以 来,今 日で は,世 界 の主 要航 路 に,内 外各

社 の コンテ ナ船 が続 々 と就航 し,大 量 ・高 速 ・一 貫 輸送 の コ ンテ ナ化 時代 を

迎 え るに至 った。 この コ ンテ ナ輸 送 シス テム は,国 際一 貫 輸送 で あ るた め,

陸,海,空 の 各種 の輸 送 機 関 は もと よ り,倉 庫,港 湾 等の業 者 を も含 め た と

ころの 一元 と した形 態 が必 要 であ り,中 央 に コン トロー ル機 関 を設 けて,関

連 業者 を含 めて,全 シ ステ ム を計 画的 に動 かす こ とが重 要 であ る。

5.2コ ン ピ ュ ー タ の 利 用 形 態

日本 の コ ン ピュ ー タの利 用 形 態 は,(1岐 術 優先 の型,② 経済 効 果優 先 の型,

③混 合型 の3つ の方 向 がみ られ る。 日本 郵 船 に お け る情 報 シ ステ ムは,基 本

的 に は経 済 効 果 優先 の型 を とって い る。

その た め,コ ンテ ナ輸 送体 制 に おけ る情 報 シ ステ ム作 り も,全 体 的 には 時

間 をか け て一 歩一 歩 積 み上 げて行 く方法 が と られ た が,こ の方 法 は,地 味 な

形態 であ るため に,当 初 は 企業 内 にお い て も比 較 的 軽 視 され が ちで,優 秀 な
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ス タ ッフが 集 ま らない とい う悩 みが生 じた 。 そ こで,い くつか の サ ブ ・シ ス

テ ム作 りにお い て技 術 優 先 の型 を採用 した。 この型 は,技 術第 一 主 義 を中 心

とす るた め,企 業 経 営 に もた らす 貢 献度 よ り も,む しろ技 術 に先 進性 が あ る

か ど うか の 価値判 断 が基 準 とな る場 合が多 い 。 したが って,結 果 的 には,メ

ー カ
,ユ ーザの 両 者 か ら見て も,極 めて や りが い のあ る仕 事 に み られ,優 秀

な スタ ッ フと必 要 とす る開 発要 員 が,ほ ぼ計 画 通 りに 集 め られ た。

その反 面,一 部 の 経 営者 層 や他部 門か ら,コ ン ピュ ー タ関係 諸 経 費の増 大

に つい て の懸 念 の声 が 起 こ りは じめ た ので,た だ ちに 「情報 処理 費用 と採 算

性 の問 題 」,す な わ ち 「費 用対 効 果 」が真剣 に検討 され は じめ た。

5.3情 報 処 理 費 用

情 報処 理費 用 は,表5-1の ① か ら⑭ まで で,最 初 は この様 な形 で分 類 し

た。 表5-2(bソ フ トウエ ア費用 は,シ ステム設 計 料,プ ログ ラム料 と2つ

あ るが,こ れ は 自社 で作成 してい るの で人件 費 に含 めて い る。 ま た別 に,シ

ステ ム開発 に 要 した各 種 費 用 は① か ら⑭ の 内に 適宜 含 まれ て い る。 この 費用

を全 部 合 計 した もの を情 報処 理 費 用 と呼 ん でい る。 この 経 費 を コン ピュ ー タ

の使用 度 に応 じて,運 航 船 舶 全部 に 割 りか け てい るの で,コ ンテ ナ部 門 に割

りか け た経 費 とい うの は,コ ンテ ナ船1隻 毎 に詳 細 に算 出 され てい る。
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表5-1 情報処理費用

① 機械 レンタル料

輸入課税費,国 内諸掛 な ども含 める

② 要 員 費

管理 者,シ ステ ム ・エ ン ジニ ア,プ ログ ラマ,オ ペ レ ー タ,パ ン チ

ャ な ど の 関 係 人 件 費 〔人 件 費(給 与 手 当,賞 与,法 定 福 利 費,福 利

厚 生 費,退 職 給 与引 当分 経 費,教 育 費 等 々〕

③ 保 守 料

買取 りの場合の保守料金

④ データ伝送 回線費

伝送専用 回線費用,通 信連絡費用 等々

⑤ 消 耗 品 費

カ ー ド ・テ ー プ費用,磁 気 テ ニ プ費用 ・

⑥ 備 品費用,設 備関係 費

テープ保管庫,室 内運搬具,作 業用机 などの付属器具.付 器備品な ど

であ るが,減 価 償却費に含んで処理 してい るところが多い

⑦ 電 力料金料 その他

光 熱費,水 道 代その他

⑧ 保 険 料

コン ピュ ー タの支 払 保険 料

⑨ 帳票.印 刷費,文 具消耗品費

⑩ 外注処理費用

⑪ 減価償却費

定 額法か定率法に よる減価償却費額(法 定 耐用年数5年)

⑫ 固定 資産税,租 税公課

⑬ 機械室改造工事費

⑭ そ の 他

地代家賃,旅 費交通費,通 信費,会 議費,諸 会 費
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表5-2 ソ フ ト ウ エ ア 費 用

① シ ステ ム設計 料

シ ステ ム設計 に費 す所 要 時 間,労 力,シ ステ ム設 計 に必 要 と され る材

料 費,出 張 費,通 信 費,そ の他,対 象業 務 の 調 査分 析,新 シ ステ ムの 手

順 の構 成 お よび帳 票 な ど諸 様 式 の設 計 費用

② プ ログ ラム料

プ ログ ラム作成 に 必 要 な人 件 費,シ ステ ム ・テ ス トに必 要 な 人件 費,

コ ン ピュ ー タ使 用 料,物 件費,ド キ ュ メ ン トの整 備 に要 す る費用 等 々… 。

5.4情 報 処 理 費 用 よ り 見 た 諸 効 果

表5-3は,抽 象 的 な分 類 方 法 で,コ ン ピ ュータ 白書 とか,そ の 他一 般 的

に用 い られ て い る表 現 方法 であ る。 しか も,こ の呼 び方 は,た だ コ ン ピュ ー

タ とい うの は,こ の よ うな効 果 が あ るん だ とい うこ とだけ で,こ れ を基 準 に

した とこ ろの効 果算 出の 計算 とい うの は行 わ れ て い な い 。 コ ンテ ナ輸 送 シ

ステ ム は,物 流 シス テム の 代表 的 な シス テム の1つ であ り,コ ン ピュ ー タの

効 率的 な使 用 が,直 接 的,間 接 的 た コ ン}ナ 輸送 の メ リッ トに つ らな るた め

以 下 に述 べ る方 法 で効 果 測定 を実施 してい る。
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表5-3 情報処理費用 よ り見 た諸効果の分類

直接的効果

人件費の節減

業務処理 の迅速 ・正確化

ファイル管理の容 易化

在庫の減少

人件 費以外の諸経 費節減

納期の短縮

賃金 の効率的利用

間接的効果

経営状 況把握 の容 易化

社内情報流通の円滑化

判断 ・意思決定 の迅速 ・正確化

全体的 なモラールの向上

作業能率 の測定 の正確化

不正行為 の防止

企業 のイメージアップ

③ 第 三の効果

1)人 力ではでき得 なか った業務の実施可能

2)新 しい技法の応用 による高度な経営意思決定への寄与

5.5サ ブ ・ シ ス テ ム の 内 容

コ ン テ ナ 輸 送 シ ス テ ム は,次 の6つ の サ ブ シ ス テ ム に よ っ て 構 成 さ れ て い

る 。

(1}マ ネ ジ メ ン ト ・ プ ラ ン ニ ン グ ・ シ ス テ ム(計 画 シ ス テ ム)
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② イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン ・ ギ ャ ザ リ ン グ ・シ ス テ ム(情 報 収 集 シ ス テ ム)

③ ブ ッ キ ン グ ・ コ ン ト ロ ー ル ・シ ス テ ム(集 荷 管 理 シ ス テ ム)

(4)フ レ ー ト ・ コ ン ト ロ ー ル ・シ ス テ ム

㈲ イ ン ベ ン ト リ ー ・ コ ン ト ロ ー ル ・ シ ス テ ム

(6)コ ン テ ナ ヤ ー ド ・オ ペ レ ー シ ョ ン ・シ ス テ ム

こ れ ら の サ ブ シ ス テ ム の 関 連 を 図5-1に 示 す 。

① 計画 シス テム

採 算 計 画 ・

シ くユ レー シ ョン

BOOKING

CONTROL

④DOC/FRT
コントロールシステム

FREIGHT

CONTROL

⑤ インベン トリー
コントロールシステム

INVENTORY

CONTROL

コンテナヤー ド

オペレーション・システム
(MELCOM-88)

STOWAGE
PLAN

ヤー ドオ ペ レーシ ョン
コン トロール 資 料

図5-1

②情報収集システム

営業統計(D企 業内情報
処 理(ii)業 界情報

CjDその他情報

タ

0

8

一

一
饗

ー

ト

ー

インペン トリー
コン トO－ ル

諸 表

籠麟

船積 関係
ドキュメント

基本 システムへ

処理体 系へ

コンテナ採算処 理

基本 システム処理

体系 へ

揚地用

コ ン テ ナ ・ コ ン ト ロ ー ル ・ シ ス テ ム 概 略 図
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次 に 各 サ ブ ・システ ムの 概 要 を述 べ る。

(1}マ ネ ジメ ン ト ・プ ラ ンニ ング ・シ ステ ム(計 画 システ ム)

コンテ ナ輸送 サ ー ビス をは じめ るに 際 して,コ ンテ ナ船 の建 造,タ ー ミ

ナルの 建設,コ ンテ ナを中 心 とす る各 種機 器の製 造,そ の 他各 種 の 輸 送手

段 の選定 な ど,主 と して設 備投 資 に関 す る意 思決定 が必 要 で あ る。 この意

志決定 の た めの 各種 計算 と効 率 的 な物 流 シ ステム を作成 す るた めの 計 画 シ

ステ ムが,マ ネ ジ メ ン ト ・プ ラ ンニ ング ・システ ムで あ る。 その た め,各

種 さま ざまな デ ータ を収 集 して,投 資効 率 計算 を行 う。 その デ ータ とは,

資 金 関 係,運 賃 率,荷 動 き,タ ー ミナル費用,内 陸 輸送 費 用,コ ンテ ナ船

運航 に必 要 な燃 料 費,人 件 費,修 繕 費 な ど,数 百 にわ た る各 種 の 情報 で,

これ を コ ン ビ。ユ ー タに イ ンプ ッ トし,シ ミュ レー シ ョン ・モ デ ル をつ く り

計 画 をた て る。 例 えば,日 本 ヨー ロ ッパ 間 で荷 物 が今 後 どの 位 まで増 え る

か とい う予 測 の仕 事 は,ヨ ー ロ ッパ 関係 諸 国 と日本 の 代表 的 船 会 社 が2～

3年 が か りで荷 物 の 情報分 析 を互 いに 責任 を もって行 って お り,且 つ 両 者

の属 す る国 が 先 進国 で あ るた め割合 と外部 情 報 とい うの は 正確 で あ る。 こ

の結 果,ほ ぼ当初 の計画 通 りに輸送 サ ー ビスが行 わ れ てい る。 この作 業 は,

企画 部 門 が中 心 とな って約400～500通 りの 計 算 を行 い,計 画 は綿

密 に実 施 され る。

また,実 際 に コ ンテ ナ輸送 が 開 始 され,コ ンテナ船 が対 象 航 路 に就 航 後

は,6ケ 月 ご との 活動 の 実績 に つ いて評 価 を行 う。

② イン フ ォ メ ーシ ョン'ギ ャザ リング ・シス テム(情 報 収 集 シ ステム)

本 シス テム は,前 項 の プ ラ ンニ ングの た めの情 報 の収 集 ・分 析加 工 と,

荷 物 を荷 主 か らよ り多 く集 め るた めの オペ レー シ ョナルな集 荷 対 策 資料 を

作成 す るこ とに あ る。

その た め,企 業 内情報,業 界 内 情報,各 種 の 外部 情 報 を早 期 に収 集 して,

コ ン ピュー タに イ ンプ ッ トし,そ れ ぞれ に 必要 な資 料 を迅速 に 作成 す る。

た とえば,あ る航 路 の コ ンテ ナ輸 送 対策 と して,当 該航 路 の 現 在 な らび に
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過 去3ケ 年 に わ た る輸 出 入関係 資料 を分 析 し,荷 動 き動 向 を予測 して,プ

ラ ン ニ ングな らび に オペ レー シ ョナルな営 業 対策 面 に使用 す る。

また,オ ン ラ イ ン ・システ ム を採 用 して,集 荷網 す なわ ち営業 店 と直結

した コン ピュ ー タ ・シ ステム を確 立 した後 は,支 店,代 理 店 な どの営業 網

か らの 情報 入手 をス ピー ド ・ア ップす るだけ で な く,本 店 の コ ン トロール

・セ ンタ ー(営 業 部)で 分 析 した各 種 の集 荷 対策 資料 を,た だ ちに全 集 荷

網 に逆 流 させ て行 くとい う,フ ィー ド ・バ ヅク部 門 の 機能 を計 るこ とが 必

要 に な った。

③ ブ ッキ ング ・コ ン トロー ル ・シス テ ム(集 荷 管理 システ ム)

品 物 を販売 す る場 合,受 注,受 注 の処理,倉 入れ お よ び倉 出 し,販 売記

録 な ど を,一 連 の 情報 システ ム と して と らえ た販 売 シ ステム の確 立 は,営

業 政 策 上重要 な きめ手 とな る。

ま た,注 文処 理 の ほか に,メ ッセ ー ジの交 換,在 庫 品 の 自動 発 注,在 庫

品 の科 学 的 管理 の機能 を備 えてい れ ば,販 売 員は国 内の ど こにいて も,特

定 の 品 が どこの 倉庫 に どの く らい在 庫 して あ るか を,こ の シ ステ ム に照合

し,即 座 に その 情報 を得 るこ とが で き る。

ブ ッキ ング ・コン トロー ル ・シ ステ ム と後述 す るイ ンベ ン トリー ・コ ン

トロー ル ・シ ステ ムを連結 した もの が,こ の 注 文処理 シス テム の考 え方 を

包 含 して い る。

す な わ ち,本 シ ステムは,集 荷 の段 階 か らコ ン トロー ル してい く もの で,

ブ ッキ ン グ(集 荷)に 関す るい ろい ろ な個 々の情 報 を毎 日各 ブ ック店 の端

末装 置 か らオ ンラ イ ン ・シ ステム を利用 して,本 店の中 央 コ ン ピュ ータに

イ ンプ ッ トし,即 時 に必 要 な形 の情 報 に ま とめあ げ,本 店,ブ ック店,タ

ー ミナル等 の 情報 を必 要 とす る ところに 配 布す る シ ステ ムで あ る。

④ フ レー ト ・コ ン トロー ル ・シ ステ ム

コ ンテ ナ輸送 は,コ ンテナ とい う一種 の箱 を使 用 して 輸送 す るこ とか ら,

これ に伴 う特 有 の情 報,書 類 が 必 要 であ り,当 然,コ ンテ ナ輸 送 に適 応 し
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た方 法 で処 理 され な けれ ばな らな い。

コ ンテ ナ輸 送 が 円滑 に営 まれ るよ うに,必 要 な ドキ ュ メ ン トの 作成 の た

め に 開発 され た の が フレー ト ・コン トロール ・シ ステム で あ る。

これ は,ブ ッ キ ング され た荷 物 が,荷 主 か ら フレ ー ト ・ステ ー シ ョ ン

(荷 積 め,荷 さば き所)な り,コ ンテ ナ ヤー ドに搬 入 され て きて か ら,受

荷 主 であ る相 手 先 に届 くま での 間 の,荷 物 の運 送 と管理 に必 要 な 関係 書 類

を作 成 す る もの で,運 賃 明細 書,積 荷 目録,荷 渡 指 図書 な どの 多数 の書 類

が,一 貫処 理 シ ステ ムで コン ピュ ー タに よ って 迅速 に作成 され る。

この ため に は,各 コ ンテ ナ ・ター ミナ ル,各 支 店(ブ ック店)の 端末 装

置 か ら,倉 受 証(ド ック ・レ シー ト)の 内容 を,直 接 本 店 の コ ン ピュ ータ

に オ ンラ イ ンで送 り込 む 必 要が あ る。 コン ピュ ー タは必 要書 類 を 自動的 に

作 成 し,た だ ちに本 店お よび コンテ ナ ・タ ー ミナ ル,支 店,外 地 へ 送付 す

る。 緊 急 を要 す る書類 は,す べ て オ ンラ イ ンに よ って コ ンテ ナ ・タ ー ミナ

ル,支 店 へ 直接 ア ウ トプ ッ トされ る。

ま た,ド キ ュ メ ンテ ー シ ョン処 理 後 は,コ ン ピュ ータ 内部 で営 業 関 係 フ

ァイ ル,経 理 関係 ファ イルに それ ぞ れ ま とめ られ て,営 業 統 計,経 理 勘定

等 が 自動 的 に コ ン ピュー タに よ って処 理 され る シス テム で あ る。

この特 徴 は,倉 受 証 の 内容 のた だ一 度 の イ ン プ ッ トに よ り,そ れ 以 後 は,

決 算 処理 に至 るま での67種 類 の 書 類 が コ ン ピュ ータに よ って次 々 と作 成

され,必 要部 門へ 配 布 され る こ とで あ る。

⑤ イ ンベ ン トリー ・コン トロール ・シ ステ ム

これ は動 態 的 な在 庫 管理 シ ステム であ るの で,特 に その効 率 化 の 向上 の

面 で の経 費 負 担 が どれ く らい かか るか の把 握 が 必 要 であ る。

コ ンテ ナ輸 送 シ ステム の登場 とと もに,コ ン テ ナオペ レー シ ョン業 務 の

一 分 野 と して ,イ ンベ ン ト リー ・コン トロー ル と呼 ばれ る業 務 が 発生 して

きた 。

イ ンベ ン トリー ・コン トロールは,コ ンテ ナの 静 態的 な在 庫 管理 よ り も
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コ ンテ ナお よび関 連機 器 の 動態 的 な運 営管理 の意 味 に用 い られ る。型 式

(使 用 目的),寸 法等 多 種 多様 にわ た る膨 大 な数 の コ ンテナ を,そ れ ぞれ

の 需要 に適 合 す るよ うに,供 給 面 での 調整 をはか り,コ ン テナ の動 きを動

的 に促 進 す る こ とが最 大の 目的 とな る。

したが って,前 述 した在 庫 品 の 自動 発 注 を含ん だ注 文処 理 シ ステム に連

結 され る機能 が要 求 され る もの で,コ ンテ ナ輸 送 シ ステ ムの中 で最 も重 要

な管 理 シ ステム で あ る。

日本 郵船 が管理 す る コ ンテ ナは,現 在 約4万 個(20フ ィ ー ト換算)に

お よび,日 本 各地 は もちろん 世界 全 域 に散 在 してい るが,こ れ らを1ケ 所

で集中 管理 す る こ とは,実 務上 不 可能 で あ る。

したが って,世 界全域 を,

(a)日 本及 び ア ジア全 域

(b)欧 州地 域

(c)全 米/カ ナダ地域

(d)豪 州十}出域

の4地 区 に区分 して,① 東 京,② ロン ドン,③ ニュ ー ヨ ー ク,④ メ ルボ ル

ンに それ ぞれ セ ン トラル ・コ ン トロール ・セ ンタ ー(C.C.C)を 設置 し,

管 轄下 に あ るコ ンテ ナの コ ン トロー ルを実施 し,さ らに本 店 に おい て全 体

を統 括 してい る。

そのた め,情 報 処理 に関 して も,世 界 全 域 を1ケ 所 で集中 処 理 す るこ と

は,即 時 性,採 算 性 等 で種 々問題 が あ り,そ れ ぞれ のC.C.C単 位 に処

理 されて い る。

そ こで,(a)に つい て は 本店 の コ ン ピュー タを,そ の 他 につ い て は代理 店

の コ ン ピュ ー タを利 用 してい るが,豪 州地 域 は コ ンテ ナの 扱 い 数 の小 規 模

さ,移 動 形 態 の単純 さな どか ら,未 だ コ ン ピュー タは導 入 され て い ない 。

なお,こ の情 報処 理 に関 して も,特 定 の データに 関 して は,す べ て本 店

に送 付 され,コ ン ピュー タに投 入 され るの で,本 店 にお い ては,常 時 世 界
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各地 域 の コ ンテ ナ在 庫 状 況 を把握 して い る 。

図5-2は,全 米/カ ナ ダ地 域 に お け るイ ンベ ン トリー ・コ ン トロー ル

を中 心 とした システ ム で あ る。

この シ ステ ムは,本 店 で開発 した 情報 シス テム を,同 地域 の実 情 に 見合

った シ ステ ムに 改善 し,代 理 店の コ ン ピュ ー タ を利 用 して,情 報 ネ ッ トワ

ー クを確 立 した もの で あ る。

ま た,本 店の コン ピュ ー タ と,米 国 内 の コ ン ピュ ータの 間 は,衛 星 通 信

(加 入 デ ーテ ル)で 連 結 して い る。 図5-3は,イ ンベ ン トリー ・コン ト

ロー ルお よび フレ ー ト ・コ ン トロー ル,ブ ッキ ング ・コ ン トロー ル用 に 設

置 した国 内 にお け るオ ンラ イ ン ・ネ ッ トワー クで あ る。

(6)コ ンテ ナ ヤー ド ・オ ペ レ ー シ ョン ・シ ステム

コ ンテ ナ輸 送 が 大量 化,迅 速 化,規 則化 す るに伴 って,各 種 の 輸 送 機 関

を効 率 的 に結 ぶた め,物 を積 み換 えた り,一 時 的 に保管 した りす る各種 の

ター ミナ ルや設 備 が必 要 とな る。 国鉄 で い えば 新幹線 に おけ る駅 の 管理 で

あ る。 この シ ステム は,輸 出 入 コンテ ナ貨 物 を,埠 頭 で スムー ズに 滞 留 さ

せ な い よ うに して,物 の 流 れ の効 率 化 をはか る こ とが主 た る 目的 とな る。

現 在,神 戸 港 お よび東 京港 の 大規 模 な コ ンテ ナ ヤー ド内 に専用 の小 型 コ ン

ピュ ー タ を設 置 して,多 数 の コ ンテ ナ を処 理 して い る。
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5.6効 果 測 定

コ ンテ ナ輸 送 にお け る情 報 シ ステム化 の効 果 のあ らわ れ方 は,い ろい ろ な

面 で,従 来 の業 務 とは異 った 形 で あ らわ れ て きてい る。

これ は,図5-4の 如 く,第1次 効 果 →第2次 効果 →第3次 効 果 → 最 終 効

果 とい うように,効 果の測定 もシステム的に考えざるを得ない ようになって きた。

この シ ステム的 効 果 の測定 方法 に つ い ては,約2ケ 年 をか けて次 の 如 き各

種方 式 を作成 した。

シス テム 第1次 効果 第2次 効果 第3次 効果 最終 効果

プランニング・システム

コ

ン

テ

ナ

輸

送

シ

ス

テ

ム

童
ず
移
管
黒
埋
情
一報

シ

ス
テ
ム

乍雪,'顯+箋 琴

経営状況把握
の容易化

事務処理の
迅速 ・正確化

図5-4

顧客 サービスの
向上

MANPOWER
の効率

シ ステ ム的効 果 の流 れ

集 荷 の 増 大
(売 上高)
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ω 省 力 化

適 正 な デ ータ ・イ ンプ ッ トと ア ウ トプ ッ トをは か るこ とに よ り,そ の結

果 を人 手処理 と比 較 して,省 力化 の メ リッ トを得 る方 法。 実 際 の例 と して,

経 理 ・計数 管理 部 門 にお け る事務 管理 情報 シ ステム につ い て述べ る。

コ ンピュ ータ に よ る事 務処 理 は,経 営情 報 システ ムの基 礎 であ り,適 正

な デ ー タ ・イ ンプ ッ トとア ウ トプ ッ トをはか るこ とに よ り,そ の結 果 を人

手 処 理 と比 較 した と き,省 力化 の メ リッ トが得 られ る。

日本 郵船 に おい て は,ま ず経 営上 の ニ ーズ を時 間 をか け て充分 に検 討 し,

経 営 管理 部 門 内 にお い て意思 決定 に 役 立つ基 礎 的 資料 を迅 速 ・正確 に提 供

す る こ とを 目標 として,且 つ省 力 効 果 を含 めた シ ステム を作 成 した。 この

基 本 シ ステ ム(事 務管 理 情 報 システ ム)の 流れ は,図5-5で あ る。 ここ

には,会 計処 理 と予算 管理 と営 業 の 販売 管理,財 務,人 事,労 務 とい うの

が この中 に含 まれ てい る。 た だ,人 事,労 務 とい うの は サ ブ システ ム で こ

の中 に 直接 は 関係 はな い 。

した が って,後 向 きで は あ るが,経 営 の基 本 と もな るべ き収 支 の い っ さ

い の コ ン ピュー タ化 が 完 成 され,総 合 的管理 へ の指 向 と もな るべ き各種 の

経 営 管理 的 な基 礎 資料 が すべ て コン ピュー タに よ って一 元的 に一 貫処 理 さ

れて い る。

また,こ の システ ムは,主 要 な 日常業 務 の分 野 か ら,採 算 性 を重 視 しな

が ら着 実 に一歩 一歩 進 めた結 果,コ ン ピュ ータ化 された部 門 にお い て は,

過 去6年 間 で業 務量 は3倍 に増 加 した に もか か わ らず,該 当部 門 は 人 員増

は全 く見 られず,む しろ コ ン ピュ ー タ利 用 に よ る女 子 また は軽 年齢 担 当 者

へ の 質 的,経 済 的 セー ブ を可能 な らしめ た。 ま た,今 まで な し得 な か った

業 務 へ の 人員配転 が行 え る よ うにな り,今 後 の社業 の 拡 大発 展化 に 伴 う取

扱 い事 務量 の激 増 を も消 化 で き得 る体制 が確 立 され た。

この結 果,直 接 効 果面 だけ で 十分 に 費用 対効 果 が確 認 され,こ の こ とか

らも,コ ン ピュ ー タ計 画 は,当 初 は 着 実 に,地 味 に,時 間 を か けて 基本 シ
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ステ ムの 設 計 を行 うこ とが い かに 大切 であ るかが 痛 感 され た 。

表5-4は コ ン ピュ ー タ化 され た部 門 の推移 表 であ る。

表5-4経 理 ・計 数 管理部 門 にお け る人 員

な らび に機械 化 関係業 務 量推 移

調査年月日(昭 和) 37.12 40.12 4612

中 型 大 型

導 入 経 緯 機械化前 コ ン ピュ ー タ コ ン ヒ。ユ ー タ

導入後1年 導入後4年

男 課長職名 15 16 11

人
子 書記格 55 58 54

員
(計) 70 74 65

面
女 子(計) 30 32 32

取扱伝票枚数

(月 間 単位千枚)
43 90 153

機 業

械 務

化 量

(作
作業

嚢腫
)類

勘定関係

管理資料

外部報告

31

35

17

96

109

20

年間売上高(億 円) 330 700 1,500

効 果

(年 間 単位億 円)
1.32 3.24

総 経 費

(年 間 単位億 円)
0.92 1.48

表5-4は,

(a)効 果 は 人件 費 を中 心 に計算 した もの で,間 接 的効 果 は ほ とん ど計算 に

入れ て い ない 。

(b)総 計 費 は,機 器費 用,回 線 料,人 件 費 な どの 情報処 理 関 係 の総 費用 を

当該部 門 に割掛 け た もので あ る。

次 に問 題 点 として は,
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① 事務機械化の 目的が事後処理の質的な高度化にあるので・事務合理化

上の効果をい ろいろな角度か ら測定 することは容易 ではない。

また,導 入前の職務お よび後の職務分析が正確 に行 われていない こと

は,一 層 事態 を不明確にす る ものであ るが,本 表は一応機械化の影響面

において比較的数量的 に把握 しやすい面か ら分析 ・検討 レてみた もので

あ る。

② 大 型 コ ン ピュー タの 活 用 は,単 に事 務処 理 面 で 人力 を節 約 してい るば

か りでな く,流 動 化 した 各種 デ ー タの多 角的 活用 に進 ん でお り,間 接的

効 果 は次第 に大 き くな る傾 向 に あ る。 また,か りにEDPシ ステ ムに よ

る業 務 を中 断 して,こ れ をす べ て人 手 に ゆだね る場 合 を想定 し,そ の た

めに どの く らい の帳 票 人 口 が必 要 とな るか も考 え て,"EDPS中 断仮

説"に よ る方法 を も一部 採 用 した。

② 社 内つ け か え制 度

出 力情 報 の メ リッ ト評 価 とい う,企 業 内 ユ ーザ を対 象 と した 受 益 者負 担

主 義 を採 用 して,受 益者 部 門 に コ ン ピュー タ処 理 に よ る デー タ を,商 品 と

して費用 を請求 す る方 法 で あ る。 作表 をすべ て コ ス トに換算 して,相 手の

利用部 門 の活用 価 値 と比 較 す る。 この方 法 に よ り安 易なコン ピュータ化がさ

け られ,コ ス ト意 識 の徹 底 化 が は か られ,コ ン ピュ ータ の有 効 利用 につ な

が った。 実 際 の例 と して,積 荷 目録,運 賃 勘定 書,荷 渡指 図 書 の 作 成 コス

トを表5-5に 示 す 。 ま た,図5-6,図5-7に コ ンテ ナ ・ドキ ュ メ ン

テ ー シ ョン ・シ ステム(輸 出,輸 入)を 示 す。

これ に つ い て昭和49年3月 末 現在 で測定 した と ころ,ド キ ュ メ ンテ ー

シ ョン ・シス テム は,月 間 全 コ ス トは1,780万 円 で,そ の計算 効 果 は,

5,700万 円 で あ った。

特 に積 荷 目録,運 賃 勘定 書 な どの手 仕 事 を中 心 と した現業 処 理 に要 す る

コ ス トは,す べ て の ア ウ トプ ッ ト作表 が 一般 市場 価格 の1/3以 下 とな っ

て い る。
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ま た,こ れ らの作業 は一 時 的 に膨 大 な労 力 をか け ない 限 り,コ ンテ ナの

流 れ に そ った迅 速 な 事務 処理 は 出来 な い し,人 力 で は3倍 の経 費 をか けて

も,そ の 作成 タ イ ミング はは るかに遅 い もの と考 え られ る。

表5-5作 成 コ ス トの一 例

(作 表種類)

積荷 目録(マ ニ フェ ス ト)

月間作成枚数

㊨ 原 紙(ダ イ ビ ング) 7,780枚

⑬ プ リン ト枚 数 75,360〃

1枚 当 り単価

⑧ 180円

⑬ 14〃

1セ ッ ト当た り作成 費用 290〃

(含,用 紙 代 70円)

運 賃 勘 定 書(フ レ ー ト ・ リ ス ト)

月間作成枚数

④ 原 紙(ダ イ ビング) 3,985枚

(Dプ リン ト枚 数 29,575〃

1枚 当た り蛍価

④ 118円

⑬ 10〃

1セ ッ ト当 た り作成 費用 118〃

(含,用 紙 代 50円)

荷 渡 指 図 書(カ ー ゴ ・デ リバ リ ー ・オ ー ダ ー)

月間作成枚数

④ 原 紙(ダ イ ビング) 16,580枚

⑬ プ リン ト枚 数 147,950〃

1枚 当た り単価

④ 139円

⑬ 11〃

1セ ッ ト当 た り作 成 費用 208〃

(含,用 紙 代 60円)
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㈲ 全 体 的効 果

(a)プ ロジェ ク ト要求 書 方 式

計 画設 定 に あ た り,各 部 門の プ ロジ ェク ト要 求書 を金 額 に算 定 し,こ

れ を期待 効 果 と して 計上 し,経 費 と各 年毎 に比 較 し,評 価 す る方法。

(b)原 価 コス トに よ る比 較

た とえば,コ ンテ ナの1個 当 りの積揚 げ荷役 費の コス トを,実 際 に コ

ン ピュ ー タで行 った時 と,人 手 に よ って行 った時 を比 較 して算 定 す る。

(c)比 較 法

全米/カ ナ ダ地 域 の イ ンベ ン トリー ・コン トロー ルにお い て,同 一規

模,ほ ぼ 同 じ輸送 量 で,こ れ を人手 に よ って行 ってい る会 社 と比 較 す る

方 法。 この処 理 の た め に要 す る経 費 と,同 地 域 に散 在 す る コンテ ナ数 を

比較 して算 定 す る。

以一上の測定 方 法等 に よ り,昭 和49年3月 末 現在 で,情 報処 理 に関 す る総

経 費 に対 して,2.5倍 以 上 の効 果 をあ げ た。
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第6章

6.1概

慶応 義塾大学情報科学研 究所にお け る

コンピュータ利用料金

況

慶応義塾 大学 情報科学研究所は,昭 和44年4月 に設立 されたが,当 大学

におけ るコンピュータの歴 史を含 めて,当 研究所 の沿革を示 す と次の よ うに

な る。

1958年(昭 和33年)

1963年(昭 和38年)

1965年(昭 和40年)11月

1969年(昭 和44年)4月

1969年(昭 和44年)12月

1970年(昭 和45年)1月

1973年(昭 和48年)7月

1973年(昭 和48年)10月

1974年(昭 和49年)9月

1976年(昭 和51年)3月

メ イ ンの コン ビ。ユ ー タはUNIVAC

は 当研 究所 の組 織 であ る。一 応 各学 部 と同等 で独 立 して お り,

研 究所 等か ら運 営 委 員 が 出 てい る。本 部 が 日吉 にあ って,

(工 学部),四 ッ谷(医 学 部)に あ る。研 究所 とい う名称 とな って い るが,

実際 には,3つ の 柱 が あ って,・第1は 研究所 と して情報 科 学 の 色 々な分 野 の

研 究 を行 って い る。第2は,教 育で,情 報処理関係の教 育を工学部の一部 を除いて

は全 学部 的 な教 育 は研 究 所 で行 って い る。第3は,業 務 的 な処 理 で 計算 セ ン

タ ー,当 大学 の コン ビュ ー セ ン ター の 役割 を してい る。 そ うい う意 味 で,研

究 機 関 とい う名称 とな ってい るが,実 際 には計算 セ ンタ ー的 な業 務 がか な り

一81一

工 学部 でKCC-1を 製 作

産 業研 究所 でIBM1620を 導 入

工 学部 でTOSBAC3400を 導 入

情 報科 学研 究所 設 立

日吉第7校 舎 落成

IBM7040/1401稼 動 開始

IBM7040/1401契 約 満 了

UNIVAC1106/OUKg300稼 動 開 始

磁 気 ドラムF880付 加

FACOM230/38Sを 導 入

1106を 使 っ'てい る。 図6-1

各学 部,他 の

支 部 が 三 田,矢 上
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占 めて い て,そ れ にお わ れ てい る。 専任 教 員 は6名 であ る。

図6-2図 は,UNIVAC1106の シス テ ム構 成 図 で あ る。 メ イ ン

メモ リーは263K語 で あ る。磁 気 ドラムが2台,磁 気 デ ィ ス クが8台,磁

気 テ ー プが4台 等 で あ り,そn .と同 時 に各 キ ャ ンパ スに リモ ー トバ ッチ の端

末 装 置 を もってい る・ た とえば,矢 上地 区 の工学 部 では,4,800ボ ー の 回

線 で端 末装 置 にOUK9300を 使用 してい る。 その他 に キ ャ ラクタ ・デ ィ

ス プ レ イ等 を保 有 してい る。 三 田地 区 で もOUK9:SOOの 端 末 装 置 を使用

して い る・ 公 衆 電話 回線 を つ うじてユ ーザ が デ ィ マ ン ド端 末装 置 を利 用 す る

こ とが で きる。

当 大学 の シス テ ムの特 長 は,我 々は カ フェテ リア方 式 と呼ん でい るが,ユ

ーザ が 自由 に使 うこ とが中 心 で あ る。 その辺 が一般 の企業 の場 合 の使 い 方 と

だい ぶ ちが って,ま った くユ ーザ が 自 由に使 って よい方 式 を取 って い る。 ど

の地 区か らの端 末 装置 か らで もア クセ スが可 能 で,電 話 回線 を使 った デ ィマ

ン ド端 末 装置 を 自由 に使 って もよい とい う方 式 に して あ る。 た だ し,1回 ご

とに料 金 が加 算 され る。 原 則 と して預 託 金制 度 を と って い る。教 員 の場 合 で

は 自分 の 予算 を 入れ てお く。 ま った く計算 セ ンターが ユーザ に 使 わせ ると同

む

じ よ うな形 で運 営 され て い る。 この方 式 に した の は,一 番 最 初 は全 部 ク ロー

ズ ドでや ってい た わ けで,や は り,待 ち時 間 等 が あ って,利 用 しや す く しよ

うとい う動 きが でて きて,ま た,料 金 請求 して も払 って も らえな い とい うの

があ り,今 の よ うな前払 い とい う方 式 に な った。 磁 気 デ ィス クな どで,カ タ

ログ ∴フ ァイル す る乙 と も可 能 で,デ ー タ あ るいは プ ログ ラム も磁 気 デ ィス

ク中 に カ タ ログす るこ と もユ ーザ は 自由 に で き る。 しか し,そ れ も一週 間 い

く らとい うこ とで,ア カ ウ ン トが 行 わ れ る。

図6-3は 活動 状況 を示 してい る。 これ は,昭 和50年 度 の 大体 の推 移 で

あ るが,大 学 とい うの は,非 常 に 季節 変 動 が あ るの で,春 と学 期 末12月,

1月 とい うの は非 常 な ピー クにな って,夏 休 み ・春 休 み に な る とガ タ ッ と落

ち る とい うこ とで非常 に 管理 が しに くい。 た だ,利 用 者 は,昭 和48年 以 後,
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毎 年2～3割 ずつ利用 の全 体 と しては増 加 して い る。 一番 問題 にな るの は,

1月 の 学年 末 で,利 用 者 が非常 にふ えた とい う状 況 であ る。 これ は,現 在,

時 間 を夜 間 延長 させ て,ず ら して使 って もら って い る。 しか しな が ら,12月,

1月 の ピー ク時 では2～3時 間待 た され た とか,色 々な苦 情 が 出 た りす る。

大体 ここに あ るよ うに,ピ ー ク時 ではCPUタ イム で7～80時 間,普 通 な

ら,50時 間 前後,そ して,件 数 では1万7～8,000件 で あ る。利 用 時 間

は ユ ーザ の 自由 なの で,時 間 を大体 予測 しな がち,待 ちが 多 い時 に は,そ れ

を ジ ャー ナル に出 して,自 主的 に管理 して も らうとい う形 で あ る。今 の 伸 び

で行 く と,あ と1～2年 で ち ょっ と限界 にな る。

一ーー一 件数

－CPU(時 間)

図6-3活 動 状況 集 計(昭 和50年)
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図6-4に 言 語 別計算 機利 用状 況,図6-5に 所 属 別計算 機 利 用 状況,図

6-6に 分 野 別利用 状 況 を示 す。 昭 和50年 度 の統 計 だ が,件 数 で は年 間約

14万 件 とい う数 に な る。教 育 に対 す る件 数 としては か な りの件 数 が あ る。

しか し,CPUタ イムが非 常 に小 さい の で,レ ー トは小 さ くて,や は り,研

究 の分 野 でのCPUタ イムが 多 い。

それ か ら受託 計算 とあ るの は,こ れ は,情 報科 学 研究 所 で職 員が 約30名

い る。 そ の 内のプ ログ ラマが10名 位 い るの で,あ る学 部 の教 育 の追 跡調 査

そ うい う ものの 調 査 を委託 され る。 あ るいは,色 々な健 康管 理 のデ ー タ処 理,

そ うい う色 々 な こ とが ある。 そ の 他 に,学 籍簿 の管 理 業 務 な どが あ る。/

CPUタ イ ム

ー一そ の 他1
,126分

(2.92%)

APPLICATION

10,719分

(27.80%)

CAFT

967分

(2.51%)

FOR

3,977分

(10.31%)

FOR

11,256分

(29.19%)

件 数

そ の 他

20,827件

(14.53%)

APPLICATION

29,586件

(20.65%)

CAFT

27,647件

(19.29%)

「一 －ASB

l4,192件

(2.93%)

/一 ・一－COB

2,798件

(1.95%)
ACOB

8,060件/

FOR

29,637件

(20.71%)

RFOR

20,525件

(14.32%)

図6-6 言語別利用状況

一86一



ー

oo

心

1

件 数

数字 は件,O内 は%

総件数143,308件

その他302(0,2)

学
生
生
徒

文 学 部564(0.4)

済 学 部258(0.2)

法 学 部232(0.2)

商 学 部2,159(1.5)

学 部2,686(1.9)

工学 部20,548(143

教
育
職
員

報
科

究
所

一 諾 学 校5
,341(0.2)

7750.5

2210

その他

瑠

教務部

『
7β54CO.4)

153β11(66

,357(16)
セ ンター

7,830(53)

システム開発 ・整備

11,310(7.9)

額臨轡
そ の他4531(32)

工 学 部8,091(5.6)

そ の 他1,298(LO)

諸 学 校1,042(0.7)

文 学 部586(O.4)

興 部10,152(7.0)

法 学 部4,175(2.9)

6,552〈4.5)

医 学 部457(0.3)

工 学ZZ42,216(O.2)

CPUタ イム

数 字 は秒,O内 は%,

総 時間2,313,923秒(642時45分23秒)

学
生

生
徒

情
報
科

図6-5

　 学 部91
,729(4.1)

子 部117,611(5.O)

工 学 部374,189(162)

究 所25,668(1.1)

の 他2,210(0.5)

教 務 部50,669(22)

情 報 セ ンター25β04(1.1)

の 他12993(06)'

録 関係189579(82)

・システム開発 ・設備

403ρ80(174)

そ の 他67,422(2.9)

所属別計算機利用状況



件 数

数 字 は件,O内 は%

総 件数143,308件

CPUタ イム

数 字 は秒,O内 は%
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図6-4のCAFTは,学 生 用 に当研 究所 で開発 した言語 で それ を学 生 に

利 用 させ てい る もの で あ る。ACOBは ア スキ ーCOBOLの 略 で あ る。

当研 究所 が 設 置 した講 座 の利 用 状 況 は,法 文系学部 の学生 で約1,200名

位,工 学部 が800名 とい うこ とで,つ ま り,現 在1学 年 が大 体5千 人 ち ょ

っ とであ るの で,特 に法 文系 学部 として1,200人 の受 講者 が あ る とい うこ

とは,工 学部 系 では 当然 であ ろ うが,法 文系 学部 としては,か な り計算 機教

育 は,さ か ん なの で はな い か と思 う。 よ く,当 大学 附属 の中 等部 の生 徒 が 計

算 機 を利 用 してい る とか,新 聞 にの った りしてい るが,そ うい う生 徒 な どで

も計算 セ ンタ ーに 出入 りしてい る。

オ ー プ ンシステ ム で,自 分 でパ ンチ して,カ ー ドを自由 に入 れ られ る とい

うこ とが,利 用 者 の増 加 す る原因 で あ る と思 う。 毎年2割 位 ず つ利 用 者 が ふ

え てい るとい う感 じであ る。 一般 が オ ー プ ンす るの は,朝10時 か らで,春

休 み,夏 休 み を除 いて は,だ い た い夜9時 頃 まで オー プ ン して い る。 この4

月か らは大体 夜10時 頃 ま で オー プ ンさせ る予定 で あ る。夜 間 は外 注 で オ ペ

レー シ ョンを予定 して い る。

6.2利 用 料 金

昭 和49年 よ り,UNIVAC1106シ ステ ムの利用 料 金 体 系 が改 訂 さ

れ た。 新料 金体 系 は 旧体 系 と比 較 して 多少複 雑 に な ってい るが,ラ ンの 処理

に 必 要 なCPU時 間 や緊 急性 を考 慮 して利 用 す れ ば,旧 料 金 よ り もか な り割

安 に な る。 表6-1に 新 ・旧料 金体 系 の比較 を示 す 。料 金は,A,B,C,

D,Eと5段 階に分 かれ て い て,処 理 の待 ち時 間の レベル を高 く して種 別 し

て い る。
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表6-1 新旧料金体系比較表

日ー 料 金 体 系

ラン処理料金

=種 別係数×演算料金+消 耗品費

A(特 急)

B(急 行)

C(普 通)

D(鈍 行)

E(超 鈍行)

種 別 係 数

2.0

1.3

1.O

O.7

0.5

処 理 形 態

オ ー プ ン

オ ー プ ン

オ ー プ ン

クローズ ド

クローズ ド

演算料金

=CPU利 用料金+そ の他利用料金

CPU利 用 料 金

9.2905x(x<6)
={

18.5810x(x≧6)

xはCPU時 間(秒)

そ の 他 利 用 料 金

=O.0125円 × チ ャ ネ ル 時 間

十〇.0099円 〉妹用 コアサイズ×コア利用時間

十 〇.0001円 〉〈利用 デ ィス ク量 ・

+0.8428円 ×磁気 テ ー プ装 置 占有時間

十〇.3316円 ×パ ンチカー ド枚 数

十1.9950円 ×印filJシー ト枚 数

消耗 品費

=1 、5円 × パ ンチ カー ド枚 数

十5円 ×印 刷 シー ト枚数

新 料 金 体 系

ラン処 理料 金

=種 別係 数 ×演 算料 金+消 耗 品費

十 基本料 金

種別係 数 基 本料 金 処 理 形態

A(特 急)2.0500円 オー プ ン

B(急 行)1.3300円 オー プ ン

C(普 通)1・0蹴 麹 オープン

D(鈍 行)0.7300円 オー プ ン(翌日渡 し)

E(超 鈍行)0.151,000円 クローズ ド

〔xはCPU時 間 ⇔ 〕

従 来 は なか った 〃基本 料金 〃が新 設 され ます

が,種 別E(超 鈍 行)の 種 別係 数 が現行 よ り

大 幅 に引 き下 げ られ ます。

演算料金

=CPU利 用料金+そ の他利用料金

CPU利 用料 金

X
=18.5810x×

x十20

x=CPU時 間'C秒)

従来6秒 の と ころに役 差 があ りま した が,な

め らか な曲 線 に な ります。

そ の 他 利 用 料 金

=0 、0125円 × チ ャ ネ ル時 間

斗0.0099円 ×利用 コアサイズ×コア利 用時 間

十 〇.0001円 ×利用 デ ィス ク量

+0.8428円 ×磁 気 テー プ装 置 占有時 間

十 〇.3316円 ×パ ンチカー ド枚 数

十L99SOF9>〈E口 刷 シー ト枚 数

消耗 品 費

=1 .5円 ×パ ンチ カ ー ド枚 数

+5円 ×印 刷 シー ト枚数
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表6-1か ら,従 来 に くらべ る と,全 般的 にCPU利 用 料金 を引 き下 げ,

超 鈍行 ラ ンを優遇 した 料金 体 系 にな ってい るの が わ か る。表6-2はCPU

利 用料 金 比.較表 で あ る。 図6-7は,各 種 別 の 新料 金 でのCPU利 用 料 金 を

現 行 の普 通 ラ ン と比 較 したグ ラフである。(両 対 数 グ ラ フであ るこ とに注 意)

図6-7か ら,CPU時 間 に応 じて,次 の よ うに種 別 を使 い わ け るの が,

利用 料 金 の上 か らは もっ と も得 で あ る こ とが わか る。 、

X〈40→C(普 通)

40<X〈125→D(鈍 行)

125<X→E(超 鈍行)

XはCPU時 間(秒)

CPM寺 間3秒

種別

現行C

A

新B

料C

金D

E

表6-2CPU利 用 料金 比 較 表

(種 別係数 をかけ,基 本料金を加えてある)

4秒6秒10秒20秒30秒45秒1分2分5分

28円38円112円186円372円558円837円1115円2230円5575円

515円525円552円624円872円1169円1658円2173円4323円10152円

310円317円334円381円542円735円1053円1387円2785円7094円

38円63円76円112円236円385円629円887円1962円5276円

306円309円319円344円431円535円706円886円1638円3959円

1002円1002円1004円1010円1028円1051円1087円1126円1287円1784円
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CP(JMFi]M料 金

10000

2
秒

A(特 急

-o

秒

30

秒

1

分

2

分

5
分

10CPU時 間

分

〔新料金 には種 別係数がかけて、基本料金 を加えてあ ります 〕

図6-7 CPU利 用料金の比較 現行(C)と 新料金(A～E)
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種別 のD(鈍 行)は 翌 日 に ア ウ トプ ッ トが 出 され るが,料 金 が7割 にな っ

て安 くな る。

特急 です ぐや りたい とい う人 は2倍 の料 金 を加算 され る。 それ か らB(急

行)の よ り早 い ス ピー ドだ と3割 増 にな る とい うよ うな体 系 に な って い る。

それ か ら,E(超 鈍 行)は 全 くク ローズ ドで 大 きな処理 を流 したい とい う場

合 で,料 金 を,通 常 の15%と 非常 に安 く して,そ の替 り数 日後 に ク ロー ズ

ドで もらって か えす こ とに して い る。 た とえば,東 京 大学 の 大型 計算 セ ンタ

ーで は ,非 常 に安価 な料 金 で,研 究 に よ っては 向 うに行 って や る とい う利 用

者 もい るの で,向 うへ行 って や る位 な ら当 大学 で2～3日 待 って受 け取 っ て

く る方 が い い だ ろ うとい うこ とで,同 じ位 か もっと安 価 な料 金 に した とい う

の が現 状 で あ る。大 体,10秒 以 内 だ と当大 学 の ほ うが安 く,5分 とか10

分 とか の 大 きな ジ ョブの場 合 は東 京 大学 の ほ うが安 くな る と思 う。普 通 料 金

だ と,他 の 大学 に比 べ て もや や高 い状況 か も しれ な い。 それ は,CPU料 金

とその 他 の チ ャ ネ ル 等 の 利 用,あ るいは,紙 代,シ ー ト等 か ら成 り立 って

い るが,主 な ものはCPUタ イ ム で料 金 を取 るが,現 在,1秒 間 約18円50

銭 とい うこ とにな ってい る。 特 に,学 生 の実 習 では大体3秒 か ら5秒 位 の が,

普 通 で,6秒 未満 の場 合 は少 し安 く処 理 す る とい うこ とを考 え てい る。'

図6-7よ り6秒 前後 で料 金 を安 くしてい て,そ れ を越 えた段 階 で少 し高

くな ってい る。学生 の利用 で は ほ とん ど5～6秒 位の ところ が多 い。 特 に,

CAFTな ん か を使 う とか な り入 門程 度 の 演 習問 題 であれ ば,大 体,50～

60円 以 内 でお さま る。 た だ し,研 究 者 が 使 う場 合は 当然1分 以 上の ラ ン と

い うの をア プ リケ ー シ ョンを使 って や る。 そ うな ると,五 百 円,千 円 単位 の

料 金 は普 通 であ る。 これ を高 い と見 るか,安 い と見 るか,色 々 あ るが,学 生

は,実 際 に ラ ン して も,せ いぜ い,か な りな もの をや った と して も100円,

200円 で済 むの です が,研 究 者 の方 は,す ぐ何 千円 とかか るか ら,も っ と

安 く しろ とい う意見 が出 てい る。 もちろん,普 通 の計算 セ ンタ ーで や っ たの

に較 べ れ ば 大分 安 くな ってい る。 これ は,一 応 登録 すれ ば,学 外 で も研 究 用
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で あ る とい うこ とで あれ ば,利 用 が 可能 であ る。他 の 大学 の 先生 で も,大 分

使 ってお られ る方 が い る。 もちろ ん,課 題 番 号 とパ ス ワー ドを登 録 してい た

だ い て,・そ の 自分 の利 用者 の 番号 と課 題 とパ ス ワー ドが一 致 した時 だ け受理

され る。

使 用 料金 は,預 託金 制 度(1,000単 位)で あ る。練 習 問題 では約50円

位 か らせ いぜ い70円 で あ る。 小 さな ジ ョブの場 合 は,何 千 円か 入金 して お

け ば,か な り利用 で きる とい うこ とで あ る。 そ して利 用 ごとに ジャ ーナ ルが

ア ウ トプ ッ トされ,現 在,何 秒 処理 したか,そ して 入金 が い く らあ って,今

ま でい く ら使 って,残 高 がい く らあ るか を明 示す る。利 用 者 は それ を見 なが

らサ ー ビス を受 け るの で あ る。1回 ご とに 料金 を請求 され るの で,デ バ ック

が 不十 分 で エ ラ ーが発生 す る とその都 度料 金 が請 求 され るの で,利 用 者 は効

率 良 く利 用 す る こ とを注意 してい る。学 生 は もちろん研 究 者 も処理 の 前 にデ

バ ックを十 分 に行 って い る。 これ は企 業 の場 合 と コス トな どを考 え ます とど

ち らが良 いの か判 断 しに くい と思 う。 む しろ,コ ン ピュー タで チ ェ ック させ

た 方が安 い ん だ とい う考 え方 もあ るか ら,一 概 に は言 えない 。 大学 の場 合は,

割 合,人 件 費 に 対 す る コ ス ト意 識 が 少 な いの で,む しろ コ ン ピュ ー タで,そ

の よ うなチ ェ ッ クを行 うのは,予 算 な どに影 響 す るので,プ ログ ラ ムは時 間

をか け て見 直 して か らか け る とい うの が習 慣 にな ってい る。 企業 か ら見 る と

特 殊 な使 い方 であ るけれ ど もこ うい う方 式 で,先 程 の情 報処理 教 育,あ るい は

は,研 究 の利 用,計 算 サ ー ビスを行 って い る。

昭 和51年 度 の決 算 は まだ,3月 にな らな い と出 ない が,医 学 部 の次 に 大

きな赤 字 とい うこ とであ る。

主 な費 目は次 の よ うな もの で あ る。 レ ンタ ル料,減 価 償却 費,人 件 費,買

い取 り分 の コ ン ピュ ータの機 械 保守 料,消 耗 品 費,回 線 料 を含 めた 電話 費用

等 が主 な費 目で あ る。 一 般 の企業 と比 較 す る と大学 とい うの は,非 常 に収 入

の 規 模 が小 さい とこ ろで,当 大 学 と しては,国 立大 学 は 別 と して計算 機 シス
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テムに 対 して か な りの 負担 を して い る。 現 在○ コン ピュ ータ とい うの は,大

学 に とって負担 に な って い る とい うこ とで,収 支改 善 が常 に 問 題 に な って い

る。 しか し,大 学 全体 の 情報処 理 の教 育,そ れ か ら,研 究 の た め に や む をえ

ない支 出 であ る とい うこ とで定 着 しつ つ あ るの が現 状 で あ る。

アメ リカの 大学 に較べ る と予算 規 模 は非常 に小 さい けれ ど も,こ うい う方

式 で教 員や 学生 が,予 算 上 の諸 問題 は あ るが,か な り自由に使 え る とい う方

式 は評価 を受 け てい る と考 え られ る。
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第7章

7.1概

ピLト ・マー ウィック・ミッチ ェル会 計 士 事 務 所 に お け る

プ ロジェク ト ・コン トロール(時 間 お よ び 人 件 費 管 理)

況

ビー ト ・マー ウィ ック ・ミッチ ェルは,1897年 ニュ ー ヨー クに設 立 さ

れ,現 在,自 由世界 諸 国 の主 要 都 市約300ケ 所 に事 務所 を持 つ 世界 最 大 の

公 認会 計 士 事務所 の1つ で あ り,1,400人 を超 え るパ ー トナーに よ り構 成

され るパ ー トナ ー シ ップに よ って運 営 され て い る。 その業 務 内容 は,関 与先

の多様 な要 請 を受 け て,会 計監 査業 務,税 務 関係業 務,経 営 コ ンサ ルテ ィ ン

グ業 務 に大 別 され る。 ビー ト ・マ ー ウィ ッ ク ・ミッチ ェルは,全 世 界 で,

20,000人 を超 え るス タ ッ フが,関 与 先 の 要請 に応 じて,専 門 的 サ ー ビス

を提供 してい る。

日本 では,昭 和24年 に東 京事 務所 を設 立 し,現 在,東 京 ・大 阪 に事 務所

を もち,所 員 も160名 を超 え るに至 ってい る。 その業務 内容 も着 々 と多 様

化 し,昭 和42年 に は監 査,税 務,経 営 コ ンサ ルテ ィ ング の3部 門 を確 立 し

た。

作業 時 間 の管 理 に つ い て ビー ト ・マー ウ ィ ック ・ミッチ ェル では,各 関 与

先 に対 す る監 査,税 務,コ ンサ ル テ ィ ング ・サ ー ビスを提供 して い るが,そ

の ため(エ ンゲ ー ジ メ ン トと呼 ぶ)に 使 った ス タ ッフの時 間 を集 計 して,各

エ ンゲ ー ジメ ン トへ の チ ャー ジ金額(関 与先 へ の請 求金 額)を 算 出 して い る

ため,予 算 の管理 とい う点 か ら も,時 間 管理 を重要 視 して い る・

この概 念 は,デ ー タ処 理 コス ト管 理 の中 で,特 に シ ステム 開発 に於 け る人

件 費管理 の参 考 に な る であ ろ う。
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7.2エ ンゲ 〒 ジ メ ン ト管 理 とス タ ッ フ管 理

ビー ト ・マー ウィ ッ ク ・ミッチ ェ ルでの時 間管理 の 目的 は,エ ンゲ ー ジメ

ン トの 管理 と スタ ッフの管 理 にあ る。

エ ンゲ ー ジ メ ン トの 管理 は,シ ステ ム開発 にお け るア プ リケ ーシ ョンまた

は プ ロ ジェ ク ト管 理 に担 当す るで あ ろ う。

スタ ッフの 管理 は,ス タ ッフの有効 ・適 切 な活用 を 目的 と し,又,将 来 の

人員 計 画 の参 考 資料 として も活用 す る。 ・

7.2.1エ シゲー ジ メ ン ト管理

約600社 の関 与先 に対 して監 査,税 務,コ ンサ ルテ ィ ングの 内,い く

つ か の サ ー ビス を提 供 してお り,ト ランザ ク シ ョンの 発生 す るエ ンゲ ー ジ

メ ン ト(移 動 口座)は 約400件 。160人 の スタ ッフの持 つ レー ト(時

間 当 り単価)'は13種 類 あ る。

ス タ ッフは全 員 が,2週 間毎 に タイム ・リポ ー ト(資 料1参 照)を 提 出

す る。 タイム リポ ー トには,そ の2週 間 に各 自が 作業 を行 った エ ンゲ ー ジ

メ ン ト毎 に,1日 毎 の,そ して2週 間 の 合計 作業 時 間 が記 入され ます。 ま

た,タ イム リポ ー ト裏 面に は,各 自が支 出 した経 費 の 明 細 が,各 エ ンゲ ー

ジメ ン ト毎 に 記 入 され る。 タ イム リポ ー ト上 の時 間 と経 費 は全 て担 当 パ ー

トナ ーの承 認 を受 けた 後,会 計 部 門 に送付 され,ク ラ イ ア ン ト ・レジ ャー

(エ ンゲ ー ジ メ ン ト台 帳)に 記 帳 され る。 レジ ャー上 に は,そ の2週 間 に

使 われ た 職種 毎 の時 間 と経 費 が記 入 され,累 計,残 高更 新 が行 わ れ る。 各

エ ンゲ ー ジメ ン トの予算 管理 は,こ の レジャ ー を もとに行 われ る。

ク ライ ア ン ト ・レジ ャー を もとに約4週 間 毎に請 求 書 を発 行 し,そ れに

伴 って アカ ウン ト ・レシー バ ブルの 管理 を行 って い る。
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7.2.2ス タ ッ フ 管 理

タ イ ム ・リポ ー ト(資 料7-1参 照)に も とつ いて行 われ る ことの1つ

に,ス タ ッ フ管理 が あ る。 事務所 全体 と して,各 部 門毎 に, さらに個 人毎

に使 用 可能 な時 間 と,実 際 に作業 に使 わ れ た時 間
,更 には,教 育に 充 て ら

れ た時 間,休 暇 等 の状況 を把 握 す る。 これ を も とに,ス タ ッフの割 り当 て

(こ の た め には そ の人 の持 つ能 力や 専門 分野 を も勘案 す る)が 行 わ れ
,ま

た,将 来の人 員計画の基礎 資料 ともな る。

7.2.3エ ン ゲ ー ジ メ ン ト ・サ イ ク ル

〉
ビ ー ト ・マ ー ウ ィ ッ ク ・ ミ ッ チ ェ ル の 業 務O

.サ イ・ク ル を 図 示 す る と 図7

一1の ご と く な る
。

ゴンゲージメン ト・サイクル
.書 式 』

ビ リ ン グ

↓
コ レクシ ョン

ア ジ ャス トメ ン ト

。ンメ 。.。 、 ウ 。一ズ

図7-1

NOTICEOFNEW'DEVELOP'MENIi'

ENGAGEMENTESTIMATE"SUMMARY

TIMEREPORT

EXPENSEVOUCHER

PROPOSAI」"

INITIATIONOFNEWENGAGEMENT
(NOTICEOFREJECTEDPROPO

.SAL)

T .IMEREPORT

EXPENSEVOUCHER

BILLINGMEMO

COLLEC[PIONSLIP

ADJUSTMENTSLIP

NOTICEOFCOMPLETEDENGAGEMENT

エ ン ゲ ー ジ メ ン ト ・ サ イ ク ル
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7.3フ.ロ ジ ェ ク ト ・ コ ス ト の 見 積 り

関 与先(将 来 関与 先 にな る見 込 のあ る会社 の マ ネ ジメ ン ト)と の ミー テ ィ

ングが持 た れ たあ と,担 当 ・xo－トナーがNOTICEOFNEW'

DEVELOPMENT(資 料7-2参 照)を 作 成 し,そ れ に もとつ い て ク

ライ ア ン ト ・レジ ャー が作 成(開 設)さ れ る。 さ らに,そ の ミーテ ィ ング で

集 め られ た情報 を もとに,関 与先 に対 して提 供 すべ きサ ー ビスの 内容,目 的,

実行 方法,時 間,費 用 を見 積 る。 時 間 と費用 を見 積 る た めに使用 され るの が,

ENGAGEMENTESTIMATESUMMARY(資 料7-3参

照)で あ る。 このSUMMARYに は,そ の プ ロジ ェ ク トを遂 行 す るた めの

作業,参 加 す る スタ ッフ毎 に必 要 時 間数 を見積 り,人 件 費 と共 に経 費 も見 積

られ る。 これ らをベ ー ス に して 関与 先 に プ ロジェ ク ト遂 行 の ため の提 案 書 を

提 出 す る。 この提案 書 が 関与 先 の承 認 を受 けて は じめて 正式 の エ ンゲ ー ジ メ

ン トと して スタ ー トす るが,こ の 時作 成 され るの がINITIATION

OFNEWENGAGEMENT(資 料7-4参 照)で あ る。

上 記 の手 順 は,そ の ま ま シス テ ム開発 の 際 に もあ て は ま る。 シス テム 開発

/変 更 見積 りに よ って,そ の開 発 変 更 に必 要 な作業/SE/プ ログ ラ マ ー毎

に時 間 を見 積 り,更 に テ ス ト用 の コン ピュ ータ使 用 時 間見 積 りを も併 せ て,

コス トが 見積 られ る。 そ の見積 りを も とに ユ ーザ部 門 に 対 して提案 が な され,

承 認 を受 け て か ら,実 際 に システ ム 開発/変 更 が スタ ー トす る。

'

7.4プ ロ ジ ェ ク トの 実 施

実 際 に エ ンゲ ー ジメ ン トが スタ ー トす る と,そ の ため に 作業 を した ス タ ッ

フの時 間 が2週 間毎 に集 計 され,ク ラ イ ア ン ト ・レ ジャ ーに記 帳 され る。 担

当 パー トナ ー/マ ネ ー ジ ャは レジ ャーに もとつ い て プ ロジェ ク トの 予算 管理

'を 行 う
。 基本 的 には,当 初 見積 られ た予算 内 で,予 測 され た 期 間 内 に プ ロ ジ
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エ ク トを完 結 しな けれ ば な らな い。

作業 の進 行 に伴 って,4週 間毎 に請 求書 が 関 与先 に対 して発 行 され,ク ラ

イア ン ト ・レジ ャー上 の残 高が 更新(減 少)さ れ る。請 求書 が発 行 され る と

アカ ウ ン ト ・レ シーバ ブル の残 高 も更 新(増 加)さ れ る。 関 与先 か らの 入金

が あ る と,ア カ ウ ン ト ・レ シーバ ブルの 残 高 は その分 減少 す る。

7.5プ ロ ジ ェ ク トの 完 結

プ ロジ ェ ク トが完 結 す る と,そ の時 点 で ク ライ ア ン ト ・レジ ャーの 残 高 が

ゼ ロで あれ ば,NOTICEOFCOMPLETEDENGAGE-

MENTを 作成 して,ク ラ イ ア ン ト ・レ ジャ ーを消 去 す る。 その際,残 高 が

ゼ ロでな い場 合 は,ADJUSTMENTSLIPに よ って残高 が ゼ ロに

な るよ う調 整 してか ら,レ ジャ ー を消去 す る。

7.6プ ロ ジ ェ ク トの 評 価

プ ロ ジェ ク トが完結 した後 で,実 際 に かか った時 間 と費用 を予算 と対 比 し,

著 しい差 異 が 出 た場 合 には,原 因 の追 求 を行 う。

7.7ア ウ トプ ッ ト

こ れ ま で 記 し た よ う に,ビ ー ト ・ マ ー ウ ィ ッ ク ・ ミ ッ チ ェ ル で は,プ ロ ジ

ェ ク トの 開 始 か ら完 結 ま で,時 間 と コ ス トの 管 理 を も行 っ て い る が,そ の 為

に 利 用 さ れ る ア ウ トプ ッ トに は,以 下 の よ う な もの が あ る 。

(1}エ ン ゲ ー ジ メ ン ト管 理

CLIENTLEDGER

ACTIVEENGAGEMENTSTATUS

-101・ 一



/SUMMARYRESULT

SUMMARYOFCLIENTCARDS

COMPLETEDENGAGEMENTSUMMARY

(2)ス タ ッ.フ管理

TIME.ANACYSISBYINDIVIDUAL

DEPARTMENTALTIMESUMMARY

TIMESUMMARY

PERSONNELUTICIZATIONREPORT

③ そ の 他

,DEPARTMENTALIFEESUMMARY

ENGAGEMENTLIST

EMPLOYEELIST

これ らの リポ ー ト類 は,現 在 進 行中 の,あ るい は完結 した プ ロジ ェ ク トの

管理,評 価 は もちろん,将 来 の プ ロジェ ク トの見 積 りをよ り正 確 な もの に し,

また,ス タ ッフの効 率的 配 置,人 員計 画 の 参 考 に も して い る。

ノ
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